
全国規制改革及び民間開放要望書(2006あじさい）

要望
管理番号

要望事項管
理番号

分割補助番
号

統合 管理コード 所管省庁等 該当法令 制度の現状 措置の分類 措置の内容 措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項番号

要望種別
（規制改
革A/民間
開放B）

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁等
その他

（特記事項）

5001 5001001 G10 z11001 財務省
税理士法第３

条
第８条

弁護士及び公認会計士は税理士となる資
格を有するとされている。

また、試験免除制度を法令に規定してい
る。

c Ⅰ

税理士は、税務に関する専門家として、独立した公正な立場において、申
告納税制度の理念にそって、納税義務者の信頼にこたえ、租税に関する法
令に規定された納税義務の適正な実現を図ることが使命であり（税理士法
第１条）、他人の求めに応じて、税務代理、税務書類の作成、税務相談を行
うことを業としている（同法第２条）。このような税務官公署との折衝を中心
とする事務を行う税理士については、税理士となるために必要な学識及び
その応用能力を有する試験の合格者の他に、弁護士、公認会計士並びに
一定の職業・事務に相当年数以上従事している者として税務職員などに対

しても資格を付与しているものである（同法第3条）。
このような行政の専門実務家に対する資格試験免除制度は、我が国の他
の公的資格や税理士制度（類似した制度を含む。）を有する主要国におい
ても見られるところであり、弁護士・公認会計士に対する資格付与制度や税
務職員に対する税理士試験免除制度については十分合理的であると考え

られる。
①　弁護士については、法律事務に関する専門家であり、租税に関する法
令等税理士の扱う法令に関する事務についても、これを行うに足る能力を
有するものと解されることから、弁護士法において「弁護士は、当然、弁理
士及び税理士の事務を行うことができる」と規定されており、税理士法にお

いても、税理士資格が付与されているところである。
②　公認会計士については、他人の求めに応じ報酬を得て、財務書類の監
査又は証明を行うことを業としており、財務書類は法人税などの税務計算
の基礎となるものであること、公認会計士となるためには、租税に関する実
務能力等が必要であることなど、その学識等からみて税理士業務を十分行
い得ると認められることから、税理士資格が付与されているところである。
③　税務職員については、学識経験者等を委員とする国税審議会の指定し
た研修を修了した者で、かつ、国税に関する調査、徴収、相談などの事務
に23年間以上という長期にわたり従事した者は、その実務経験等から、税
務代理、税務書類の作成、税務相談という税理士業務を適正に行い得ると
認められることから、税理士資格が付与（試験免除）されているところであ
る。近年、税制改正等により納税義務者が増加する一方で、国税職員の定
員事情は厳しい状況にあり、納税者を援助する税理士が、適正申告に果た
す役割は益々大きくなってきているところ、無償独占という公的性格の強い

税理士資格にあって、特に長年税務実務
合格の税理士とは異なる様々な知識や能力（国際課税、財産評価、訴訟など）

東京税理士会 1 A 資格取得の見直し

税理士資格取得制度の整備（税理士法第３条、第６条、第
８条の総合的改正）①税理士法第３条による弁護士、公認
会計士への税理士資格付与の廃止、②同第８条の行政実

務経験者の試験免除の見直し

（※要望理由続き）
具体的には、大学院修士課程修了による試験免除、行
政実務経験者による試験免除審議機関の明確化・透明

化といった法改正がなされました。
　　　その後、日本税理士会連合会が平成１６年に実施
した「第５回税理士実態調査報告書」（平成１７年発行）
等の資料によれば、税理士登録者数のうち試験合格者
の割合は約４３％でした。試験制度が実施されて５０年
余を経過してもなお試験合格者の数は５０％に達してい
ないのが現状です。他士業との比較で言えば、例えば
弁護士登録における司法試験合格者（司法修習修了
者）の割合は９０％を大きく上回り、公認会計士資格に
ついては試験科目一部免除の規定はあるが原則として
試験合格者となっていることを考えると、この問題点は

解決されたといえる状況ではありません。

３．問題点は税理士法第３条の自動資格付与制度と第
8条の行政実務経験者の全科目免除規定にある

→弁護士・公認会計士の増員政策により、税理士試験
の検証をまったく受けていない税理士資格者が増加
　→他資格者の税理士業務参入を防ぐことが目的では
なく、国民の視点から立てば、税理士資格試験の検証
を受けていない税理士資格者が増えることで、的確に
高度な税理士業務の受益を得ることが困難となる虞が
あります。また税理士試験受験者の立場に立った場
合、規制改革のテーマである「機会均等」を果たしてお
らず、このままでは国民の税理士資格に対する信頼性

が維持できないと危惧されます。
→税理士法第３条・第６条・第８条の総合的改正が解決

策

４．税理士制度の根幹である資格取得における「機会
均等」の実現により、国家資格として国民に対して、そ

の信頼にこたえることができます。

　　以上の要望については、平成１８年６月１日、東京税
理士会理事会において機関決定されております 機関

１．規制改革の重要項目としての資格取得の位置づけ
貴規制改革・民間開放推進会議におかれましては、その最
終年度にあたり重点項目として「１１．資格取得の見直し」と

して次のように掲げられております。
問題意識

○資格制度については、昨今の様々な事件に関連して、問
題点も指摘されているところである。また、国民生活の利便
性の向上、当該業務サービスに係る競争の活性化等の観点
も含め、これまでに前身等の会議において策定してきた資格
制度に関する基準・視点について、再検証する必要がある。

検討の方向性等
○業務独占資格を中心に各制度の現状を把握し、論点整理
を行ったうえで、これまで行政改革委員会等において策定し
てきた資格制度の見直しの基準・視点について、必要な見直

しを行う。

これらの事項が示されたのは、昨今、国家資格に対する信
頼性が揺らいでいるからと承知しております。信頼性を確保
するには、資格者団体が自ら問題点を分析整理し対応する
ことが急務です。したがって次の論点を見直しの項目に加え

ることを提案いたします。

２．平成１１年指摘事項「資格取得」による税理士法改正～
現状分析

東京税理士会は、従来から国民に信頼される税理士制度の
構築をテーマに、近時の国家基本政策である規制改革に取
り組んでまいりました。特に資格取得の信頼性については、
平成１１年１２月に行政改革推進本部・規制改革委員会「規
制改革についての第２次見解」において、「税理士について
は、学識経験、学位取得、他資格取得及び行政実務経験に
よる試験免除が認められている結果、税理士に占める税理
士試験合格者の割合は、約４０パーセントとなっているが、こ
れらの免除要件と免除科目との関係について合理性・公平
性の観点に立ち精査し検討する。」との指摘を受け、平成１３
年税理士法が改正されました。（※具体的事業の実施内容

へ続く）

税理士法第３条、
第６条、第８条

財務省

〇「要望理由」別途資料

〇添付資料
「税理士の資格取得制度及び試

験制度に関する意見」

5003 5003001 G10 z11001 財務省
税理士法第３

条
第８条

弁護士及び公認会計士は税理士となる資
格を有するとされている。

また、試験免除制度を法令に規定してい
る。

c Ⅰ

税理士は、税務に関する専門家として、独立した公正な立場において、申
告納税制度の理念にそって、納税義務者の信頼にこたえ、租税に関する法
令に規定された納税義務の適正な実現を図ることが使命であり（税理士法
第１条）、他人の求めに応じて、税務代理、税務書類の作成、税務相談を行
うことを業としている（同法第２条）。このような税務官公署との折衝を中心
とする事務を行う税理士については、税理士となるために必要な学識及び
その応用能力を有する試験の合格者の他に、弁護士、公認会計士並びに
一定の職業・事務に相当年数以上従事している者として税務職員などに対

しても資格を付与しているものである（同法第3条）。
このような行政の専門実務家に対する資格試験免除制度は、我が国の他
の公的資格や税理士制度（類似した制度を含む。）を有する主要国におい
ても見られるところであり、弁護士・公認会計士に対する資格付与制度や税
務職員に対する税理士試験免除制度については十分合理的であると考え

られる。
①　弁護士については、法律事務に関する専門家であり、租税に関する法
令等税理士の扱う法令に関する事務についても、これを行うに足る能力を
有するものと解されることから、弁護士法において「弁護士は、当然、弁理
士及び税理士の事務を行うことができる」と規定されており、税理士法にお

いても、税理士資格が付与されているところである。
②　公認会計士については、他人の求めに応じ報酬を得て、財務書類の監
査又は証明を行うことを業としており、財務書類は法人税などの税務計算
の基礎となるものであること、公認会計士となるためには、租税に関する実
務能力等が必要であることなど、その学識等からみて税理士業務を十分行
い得ると認められることから、税理士資格が付与されているところである。
③　税務職員については、学識経験者等を委員とする国税審議会の指定し
た研修を修了した者で、かつ、国税に関する調査、徴収、相談などの事務
に23年間以上という長期にわたり従事した者は、その実務経験等から、税
務代理、税務書類の作成、税務相談という税理士業務を適正に行い得ると
認められることから、税理士資格が付与（試験免除）されているところであ
る。近年、税制改正等により納税義務者が増加する一方で、国税職員の定
員事情は厳しい状況にあり、納税者を援助する税理士が、適正申告に果た
す役割は益々大きくなってきているところ、無償独占という公的性格の強い

税理士資格にあって、特に長年税務実務
合格の税理士とは異なる様々な知識や能力（国際課税、財産評価、訴訟など）

東京青年税理士連
盟

1 A
税理士資格の特権的付与の廃止

に関する意見書

国家試験である税理士試験合格による資格取得が、公平・
公正であり、税務官公署職員に対する特権的資格付与は

即刻、廃止すべきである。

（１） 当連盟の資格取得制度に関する基本的考え方
～公正な資格取得制度の確立へ向けて～

当連盟は、税理士の公正な資格取得は、「国民のための税
理士制度」確立のために最も重要なテーマであると考えてい
る。税理士法第３条（税理士の資格）の規定によれば、税理
士試験合格による資格取得が原則とされている。しかし、税
理士試験合格による資格取得者は、平成１７年度末の資料
では、税理士全登録者の４４．１８％(添付参照)と、わずか４
割程度にすぎない。さらに、平成１７年度新規登録者に至っ
ては、試験合格者の割合は３７．４１％(添付参照)と４割にす
ら届かない状況となっている。このことは、既に平成１１年１２
月１４日付で行政改革推進本部規制改革委員会が公表した
「規制改革についての第２次見解」において指摘されていた
ところである。その後の改正により、修士については改善さ
れたもののその他の優遇措置については、課題として残って
いる。このような現状は、税理士法第８条の税務官公署実務
経験者に対する試験免除規定に大きく起因している。また、
他の要因として、弁護士及び公認会計士には税理士の資質
の検証を行うことなく、無条件で資格が与えられていることも
挙げられる（税理士法３条３号及び４号）。税理士試験に合格
した者に対して、税理士資格を付与するのが、公平・公正で
あり、原則として、税理士試験合格者のみが税理士となる資

格取得制度の確立が必要である。
　税務官公署実務経験者に対する試験免除規定、弁護士、
公認会計士に対する資格自動付与規定の存在は、税理士
資格そのものの国民に対する信頼性を失うもので、即刻廃

止しなければならない。
（２）税務官公署職員に対する特権的資格付与の廃止

　税務行政実務経験者については、税理士法８条１項４号乃
至１０号において、税法科目・会計科目の税理士試験免除規

定がおかれている。
結果として、税務行政実務経験者については、１科目も税理
士試験に合格することなく税理士の資格を取得することが出

来ることになるのである。
　一方、一般受験生が税理士の資格を取得する場合、会計
科目２科目・税法科目３科目の計５科目に合格しなければな
らず しかもその合格率は約２％という難関試験である

税理士法第８条１
項第１号乃至第１０

号
財務省

添付資料１       平成１７年度末
資格別税理士登録者数

添付資料２       税理士法条文
(抜粋)     添付資料３       税理

士試験合格率

5032 5032001 G10 z11001 財務省
税理士法第３

条
第８条

弁護士及び公認会計士は税理士となる資
格を有するとされている。

また、試験免除制度を法令に規定してい
る。

c Ⅰ

税理士は、税務に関する専門家として、独立した公正な立場において、申
告納税制度の理念にそって、納税義務者の信頼にこたえ、租税に関する法
令に規定された納税義務の適正な実現を図ることが使命であり（税理士法
第１条）、他人の求めに応じて、税務代理、税務書類の作成、税務相談を行
うことを業としている（同法第２条）。このような税務官公署との折衝を中心
とする事務を行う税理士については、税理士となるために必要な学識及び
その応用能力を有する試験の合格者の他に、弁護士、公認会計士並びに
一定の職業・事務に相当年数以上従事している者として税務職員などに対

しても資格を付与しているものである（同法第3条）。
このような行政の専門実務家に対する資格試験免除制度は、我が国の他
の公的資格や税理士制度（類似した制度を含む。）を有する主要国におい
ても見られるところであり、弁護士・公認会計士に対する資格付与制度や税
務職員に対する税理士試験免除制度については十分合理的であると考え

られる。
①　弁護士については、法律事務に関する専門家であり、租税に関する法
令等税理士の扱う法令に関する事務についても、これを行うに足る能力を
有するものと解されることから、弁護士法において「弁護士は、当然、弁理
士及び税理士の事務を行うことができる」と規定されており、税理士法にお

いても、税理士資格が付与されているところである。
②　公認会計士については、他人の求めに応じ報酬を得て、財務書類の監
査又は証明を行うことを業としており、財務書類は法人税などの税務計算
の基礎となるものであること、公認会計士となるためには、租税に関する実
務能力等が必要であることなど、その学識等からみて税理士業務を十分行
い得ると認められることから、税理士資格が付与されているところである。
③　税務職員については、学識経験者等を委員とする国税審議会の指定し
た研修を修了した者で、かつ、国税に関する調査、徴収、相談などの事務
に23年間以上という長期にわたり従事した者は、その実務経験等から、税
務代理、税務書類の作成、税務相談という税理士業務を適正に行い得ると
認められることから、税理士資格が付与（試験免除）されているところであ
る。近年、税制改正等により納税義務者が増加する一方で、国税職員の定
員事情は厳しい状況にあり、納税者を援助する税理士が、適正申告に果た
す役割は益々大きくなってきているところ、無償独占という公的性格の強い

税理士資格にあって、特に長年税務実務
合格の税理士とは異なる様々な知識や能力（国際課税、財産評価、訴訟など）

全国青年税理士連
盟

1 A
税理士資格の特権的付与の廃止

に関する意見書

税理士は「独立した公正な立場において、申告納税制度の
理念に沿って、納税義務者の信頼にこたえ、租税に関する
法令に規定された納税義務の適正な実現を図ること」(税
理士法１条)を使命とする会計学・経営学等に精通した税金
問題の法律専門家であり、単に税金の知識がある人では
ない。その資格取得は「税理士となるのに必要な学識及び
その応用能力を有するかどうかを判定すること」(税理士法
６条)を目的とした税理士試験によるのが原則。税務官公
署職員の勤務経験・指定研修による特権的税理士試験免
除の制度は不公平・不公正・不合理であり、即刻廃止すべ

き。

一般受験生が税理士の資格取得の場合、会計科目2科
目・税法科目2科目の計5科目に合格しなければなら
ず、合格率は約2％。税務官公署出身者が税法に従事
したことをもって、なぜ、約2％の合格率である難関国家
試験である税理士試験税法科目の免除の特典を与え
るのか、なぜ税理士試験合格と同等以上の資質をもた
らすといえるのか、客観的合理性がないうえに、一般受
験生に比し著しく不公平であり、公正な資格取得制度で
ない。税務官公署職員が指定研修を修了による会計科
目の免除も合理的でない。税務官公署職員に対する研
修は、税務官公署職員が税務行政に携わるために必
要な知識を習得する目的で行われるべきもので税理士

試験とは、本質的に目的を異にする。

税務行政実務経験者は税理士法8条1項4号乃至10号にお
いて、税法科目・会計科目の税理士試験免除規定がある。
結果として、税務行政実務経験者については、1科目も税理
士試験に合格することなく税理士の資格を取得出来る。指定
研修は、「国税審議会が税理士試験の試験科目のうち会計
学に属する科目について前条第一項に規定する成績を得た
者が有する学識と同程度のものを習得することができるもの
と認めて指定した」(税理士法8条1項10号)研修であると、会

計学免除の研修であるとの文言が付加。

国税庁 特になし

（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）（新規要望 再要望）
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要望
管理番号

要望事項管
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号

統合 管理コード 所管省庁等 該当法令 制度の現状 措置の分類 措置の内容 措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項番号

要望種別
（規制改
革A/民間
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要望事項
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要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁等
その他

（特記事項）

5034 5034014 1 G11 z11002 財務省

関税法基本通
達67-1-20（輸
出貨物コンテ
ナー扱い）

コンテナーを利用して輸出される貨物をコン
テナーに詰めたまま輸出申告し、許可を受
ける場合には、事前に税関に対し、その旨

の申出を行う必要がある。

d -

１．道路運送車両法の改正に伴い、平成17年７月から中古自動車を輸出す
る場合には、その輸出申告の際に、税関への輸出抹消仮登録証明書等の
原本の提示が義務付けられたところである。税関は、当該提示された証明
書等と輸出貨物との対査確認を行っており、これを含め、盗難自動車の不

正輸出の取締りを強化しているところである。
２．また、盗難自動車の不正輸出に対する水際取締りを更に強化し効率化
するため、上記道路運送車両法の改正による証明書等の提示の義務化に
合わせ、中古自動車の輸出に係る審査・検査を業務通関に一本化し、厳格

に運用しているところである。
３．税関では、従来より、積出港、仕向地及び輸出業者などによる絞込みを
含め、不正輸出入の危険性の高い貨物（ハイリスク貨物）と低い貨物（ロー
リスク貨物）を選別した上、ハイリスク貨物に対しては重点的な審査・検査を

行っているところである。
４．更に、第３者証明機関の協力については、既に、コンテナー貨物の輸出
に際し公認検数検定機関の協力も受けつつ、当該公認検数検定機関がコ
ンテナー内の貨物の品名、数量、記号等、税関が審査上必要と認める事項
の確認及び施封を行い、その内容を証明した場合には、税関における審
査・検査の参考としているところであるが、輸出者が貨物をコンテナーに積
み込む際に第３者証明機関を利用するか否かは、輸出者側の判断である。
５．いずれにせよ、税関としては、迅速かつ適正な輸出通関の確保を勘案し
つつ、盗難自動車の不正輸出の取締りを積極的に行ってまいりたい。

（社）日本損害保険
協会

14 A 自動車盗難対策の強化①
①税関または第三者証明機関によるコンテナー内貨物の

現物確認の強化

　中古車の不正流通を阻止する対策を実施することで、
我が国における自動車盗難を減少させ、約1000億円を
超えると推定される社会的損失を抑える効果が期待さ

れる。

　2005年（暦年）の自動車盗難件数は46,728件となった。減
少幅は前年の8.5％減から拡大し20.4％となったことから、6

年ぶりに50,000件を下回ることができた。
　しかしながら、自動車盗難の被害額は年間1,000億円を超
えると推定され、これらの資金が犯罪組織の資金源になるな
ど、自動車盗難は重大な社会的問題であることに変わりは
なく、また発生件数も引き続き高水準で推移している。

　また、自動車盗難犯罪が、盗難実行、偽造・改ざん・保管、
移送、販売（国内・海外）など巧妙に組織化された窃盗団に
より遂行されていることも憂慮される状況であると考えてい
る。昨今の検挙事案からも窃盗団は数百台から千台の自動
車を盗み、数億から十数億円相当の不当な利益を上げてい
るといった自動車盗難ビジネスの実態が報告されており、自
動車盗難が魅力のあるビジネスとして窃盗団の資金源となっ
ている実態を鑑みると、これまでの自動車盗難対策に応じて
順調に減少傾向を示してきてはいるが、今後の推移につい

ては決して楽観できないと考えている。
　このような状況の中で、盗難自動車や車上ねらいにおける
カーナビゲーションシステムやカーステレオの流通を阻止す
ることは盗難自動車などの盗品を資金化する手段を制限す

る有効な対策であると考えている。
１．2005年7月1日から実施された①中古自動車にかかる旅
具通関の廃止、②輸出抹消仮登録証明書等の原本提示の
義務付けおよび税関における証明書等の原本と現車との対
査確認の実施については、窃盗団による業務通関を通した
盗難車の不正輸出を困難とし自動車盗難件数の減少に大き
く寄与した。このような不正輸出手段の絞込みは有効な対策
ではあるが、自動車盗難をビジネスとする窃盗団はより
チェックがゆるい不正輸出の手段を用いて盗難自動車の不

正輸出を繰り返すことが想定される。
　このような観点から、今後はコンテナー通関に対する確認
の強化が課題となると考えている。具体的な検挙事例を見て
も、2005年7月に埼玉県警は内陸部のコンテナヤードで盗難
自動車をコンテナーに積み込み、港に移送し、盗難車を海外
に不正輸出した窃盗団を検挙している。また、2006年2月に
警視庁は通関手続きをしたコンテナから、イモビライザーを
装備した車を含む盗難車３９台を発見している 【以下「その

①関税法基本通達
67-1-20（輸出貨物
コンテナー扱い）
②古物営業法第21
条の3（申告）

内閣府国際組
織犯罪等対策
推進本部

財務省関税局
監視課、業務

課
国土交通省
警察庁

【要望理由欄の続き】
　このようにコンテナーを利用し
た不正輸出が実行されており、
このままコンテナーに対する対
策の強化を怠れば、コンテナー
が盗難自動車の不正輸出の温
床となりかねず、コンテナー内に
盗難自動車が紛れ込んでいな
いか厳重に確認することが効果
が高い対策となると考えている。
　しかしながら、大量に輸出され
ているあらゆるコンテナーの貨
物をすべて盗難自動車の確認
のためにチェックすることは極め
て困難であることから、仕向地
や輸出業者による絞込みを行っ
たうえで、コンテナーＸ線検査装
置が配備されている港において
は同装置による検査を強化する
方法が考えられる。また、特に
内陸部で積み込まれるコンテ
ナーについては施封後は開封
ができないことから、施封前にコ
ンテナー内の貨物をチェックする
ことで不正輸出を防止する効果
が見込まれる。このようなケース
に対しては、出航地(港)や仕向
地、輸出業者などを限定して、
積込み前に第三者証明機関の
立会い確認を指導願うことで、
大幅な改善が図られるものと考

える。
２．インターネットオークション
に、車検証が備わっていなかっ
たり、車台番号のない自動車が
出品されていることがある。イン
ターネットオークションは不特定

5057 5057165 1 G11 z11002 財務省

関税法基本通
達67-1-20（輸
出貨物コンテ
ナー扱い）

コンテナーを利用して輸出される貨物をコン
テナーに詰めたまま輸出申告し、許可を受
ける場合には、事前に税関に対し、その旨

の申出を行う必要がある。

d -

１．道路運送車両法の改正に伴い、平成17年７月から中古
自動車を輸出する場合には、その輸出申告の際に、税関
への輸出抹消仮登録証明書等の原本の提示が義務付け
られたところである。税関は、当該提示された証明書等と
輸出貨物との対査確認を行っており、これを含め、盗難自
動車の不正輸出の取締りを強化しているところである。
２．また、盗難自動車の不正輸出に対する水際取締りを更
に強化し効率化するため、上記道路運送車両法の改正に
よる証明書等の提示の義務化に合わせ、中古自動車の輸
出に係る審査・検査を業務通関に一本化し、厳格に運用し

ているところである。
３．税関では、従来より、積出港、仕向地及び輸出業者な
どによる絞込みを含め、不正輸出入の危険性の高い貨物
（ハイリスク貨物）と低い貨物（ローリスク貨物）を選別した
上、ハイリスク貨物に対しては重点的な審査・検査を行っ

ているところである。
４．更に、第３者証明機関の協力については、既に、コンテ
ナー貨物の輸出に際し公認検数検定機関の協力も受けつ
つ、当該公認検数検定機関がコンテナー内の貨物の品
名、数量、記号等、税関が審査上必要と認める事項の確
認及び施封を行い、その内容を証明した場合には、税関に
おける審査・検査の参考としているところであるが、輸出者
が貨物をコンテナーに積み込む際に第３者証明機関を利

用するか否かは、輸出者側の判断である。
５．いずれにせよ、税関としては、迅速かつ適正な輸出通
関の確保を勘案しつつ、盗難自動車の不正輸出の取締り

を積極的に行ってまいりたい。

（社）日本経済団体
連合会

165 A 自動車盗難対策の強化①

　自動車盗難を減少させるべく、中古車の不正流通を阻止
する対策を実施すべきである。

①税関または第三者証明機関によるコンテナー内貨物の
現物確認の強化

（＊）インターネットオークションは不特定多数の個人が
取引を行っており、売買の主体が見えにくいシステムで
ある。そういったことからも、盗難自動車やカーナビゲー
ションシステムなどの盗品の不正流通経路としてイン
ターネットオークションを利用するケースが今後増加し
てくることが予想される。そういった状況の中でインター
ネットオークション事業者がサイトに盗品が混入しない
ように管理を強化し、盗品の流通を阻止することは事業
者の責任として必須である。警察庁では、古物営業法
第21条の3の規定により、古物競りあっせん業者に対し
て、盗難自動車の流通防止のため、インターネットオー
クションサイトの運用を改善するよう指導されていると聞
いているが、盗難車や盗品がインターネットオークション
で流通されないような手段を講じる必要がある。

①コンテナーを利用した不正輸出が実行されており、このま
まコンテナーに対する対策の強化を怠れば、コンテナーが盗
難自動車の不正輸出の温床となりかねず、コンテナー内に
盗難自動車が紛れ込んでいないか厳重に確認することが効
果が高い対策となる。　しかし、大量に輸出されているあらゆ
るコンテナーの貨物をすべて盗難自動車の確認のために
チェックすることは極めて困難であることから、仕向地や輸出
業者による絞込みを行ったうえで、コンテナーＸ線検査装置
が配備されている港においては同装置による検査を強化す
る方法が考えられる。また、特に内陸部で積み込まれるコン
テナーについては施封後は開封ができないことから、施封前
にコンテナー内の貨物をチェックすることで不正輸出を防止
する効果が見込まれる。このようなケースに対しては、出航
地(港)や仕向地、輸出業者などを限定して、積込み前に第三
者証明機関の立会い確認を指導することで、大幅な改善が

図られる。
②インターネットオークションに、車検証が備わっていなかっ
たり、車台番号のない自動車が出品されていることがある。

（＊）

①関税法基本通達
67-1-20

②古物営業法第21
条の3

内閣府国際組
織犯罪等対策
推進本部

財務省関税局
監視課、業務

課
国土交通省
警察庁

①道路運送車両法の改正によ
り、2005年7月から中古車輸出
時には輸出抹消仮登録証明書
を取得するか、一時抹消中の車
については輸出予定届出書を
取得し、税関において輸出時に
それらを確認することとなった。
②古物営業法第21条の3では、
古物競りあっせん業者は、出品
された古物について、盗品等の
疑いがあると認めるときは直ち
に警察官にその旨を申告しなけ
ればならないとされている。

5086 5086008 1 G11 z11002 財務省

関税法基本通
達67-1-20（輸
出貨物コンテ
ナー扱い）

コンテナーを利用して輸出される貨物をコン
テナーに詰めたまま輸出申告し、許可を受
ける場合には、事前に税関に対し、その旨

の申出を行う必要がある。

d -

１．道路運送車両法の改正に伴い、平成17年７月から中古
自動車を輸出する場合には、その輸出申告の際に、税関
への輸出抹消仮登録証明書等の原本の提示が義務付け
られたところである。税関は、当該提示された証明書等と
輸出貨物との対査確認を行っており、これを含め、盗難自
動車の不正輸出の取締りを強化しているところである。
２．また、盗難自動車の不正輸出に対する水際取締りを更
に強化し効率化するため、上記道路運送車両法の改正に
よる証明書等の提示の義務化に合わせ、中古自動車の輸
出に係る審査・検査を業務通関に一本化し、厳格に運用し

ているところである。
３．税関では、従来より、積出港、仕向地及び輸出業者な
どによる絞込みを含め、不正輸出入の危険性の高い貨物
（ハイリスク貨物）と低い貨物（ローリスク貨物）を選別した
上、ハイリスク貨物に対しては重点的な審査・検査を行っ

ているところである。
４．更に、第３者証明機関の協力については、既に、コンテ
ナー貨物の輸出に際し公認検数検定機関の協力も受けつ
つ、当該公認検数検定機関がコンテナー内の貨物の品
名、数量、記号等、税関が審査上必要と認める事項の確
認及び施封を行い、その内容を証明した場合には、税関に
おける審査・検査の参考としているところであるが、輸出者
が貨物をコンテナーに積み込む際に第３者証明機関を利

用するか否かは、輸出者側の判断である。
５．いずれにせよ、税関としては、迅速かつ適正な輸出通
関の確保を勘案しつつ、盗難自動車の不正輸出の取締り

を積極的に行ってまいりたい。

損害保険労働組合
連合会

8 B
盗難自動車の不正輸出防止策の

強化①

盗難自動車の海外不正流出防止に繋げるため、①輸出通
関時のチェックを強化する、②コンテナ詰込み時における

チェックを強化する、

これらの盗難防止対策を施すことにより、自動車盗難
件数が減少すれば社会的損失の低減に大きく寄与する
ことになる。また、盗難防止対策が進めば、暴力団等国
内の犯罪集団のみならず、海外のテロ組織とのつなが
りも懸念される国際犯罪組織への資金源を絶つことが
可能となり、日本ひいては世界の治安全体にいい影響

を及ぼすと考えられる。

重大な社会問題となっている自動車盗難に関し、社会的な
損失の低減や犯罪組織の資金源の根絶といった観点から、
盗難自動車の流通段階での様々なプロセスにおける多面的
なチェック強化が重要である。具体的には、①中古車の通関
時における、輸出抹消仮登録証明書または輸出予定届出書
の厳密な確認を行う　②不正輸出を防御するため、輸出貨
物積み込み時に、公認検数検定機関による厳正な現物確
認・施封を実施する　③罰則の制度化など、インターネット
オークションで盗難自動車を流通させないような仕組みを構

築する　ことをお願いしたい。

①道路運送車両法
第１５条の２

②関税法基本通達
67-1-20（輸出貨物
コンテナー扱い）
③古物営業法第２

１条の３

内閣府国際組
織犯罪等対策
推進本部

財務省関税局
監視課、業務

課
国土交通省
警察庁
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要望
管理番号

要望事項管
理番号

分割補助番
号

統合 管理コード 所管省庁等 該当法令 制度の現状 措置の分類 措置の内容 措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項番号

要望種別
（規制改
革A/民間
開放B）

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁等
その他

（特記事項）

5053 5053003 G13 z11003 財務省

・国債ニ関ス
ル法律　第二
条ノ二

・個人向け国
債の発行等に
関する省令
（平成十四年
十二月六日財
務省令第六十
八号）第二条、
第五条

・個人向け国
債の発行等に
関する省令第
五条に規定す
る者を定める
件（平成十五
年一月六日財
務省告示第五

号）

個人向け国債は、「もっぱら個人が保有する
ことを目的」（個人向け国債の発行等に関す
る省令第二条）としており、保有は個人に限

定されている。

c -

・個人向け国債は「もっぱら個人が保有することを目的」に
商品設計されており、当該国債を保有する個人がその運
用（中途換金）に関する判断を行うことが予定されている。
特定贈与信託においては信託財産の運用に関する判断
は受託者である信託会社が行うこととなっており、個人に
よる保有と特定贈与信託による保有に差異がないとはい

えない。
・いずれにせよ、個人向け国債は、新型個人向け国債を平
成１８年１月に導入したばかりであり、現在その商品性に
対する理解が国民各層に深まり定着するよう努めていると
ころであることから、現時点において保有対象を拡大する

ことは適当でない。

社団法人信託協会 3 A
個人向け国債を特定贈与信託の
信託財産の運用対象とすること

｢個人向け国債」の購入可能者は個人に限られている。
｢個人向け国債」を、特別障害者扶養信託（以下「特定贈与
信託」という。 ）の信託財産で購入することを可能とするこ

と。

･特定贈与信託は、特別障害者の経済的な安定を図る目的
で、個人である委託者が、個人である特別障害者を受益者と
して、金銭、有価証券等を信託財産として設定される信託で

ある（相続税法第21条の4）。
・本制度が「信託」を利用している趣旨は、贈与財産の費消・
散逸の防止、特別障害者に対する定期的な生活費の支払
等について信託銀行の財産管理機能を活用し、特別障害者
の経済的な安定を図ることにある。また、信託財産の運用
は、「安定した収益の確保を目的として適正に行う」（相続税
法施行令第4条の11第4号）ことが求められている。

・かかる実態を踏まえると、当該信託財産による「個人向け
国債」の購入は、実質的に個人による購入と差異はなく、「個
人向け国債」の発行趣旨に沿うものといえ、さらにはその国

民各層への定着化にも資するといえる。

個人向け国債の発
行等に関する省令

第2条
財務省

5057 5057135 G13 z11003 財務省

・国債ニ関ス
ル法律　第二
条ノ二

・個人向け国
債の発行等に
関する省令
（平成十四年
十二月六日財
務省令第六十
八号）第二条、
第五条

・個人向け国
債の発行等に
関する省令第
五条に規定す
る者を定める
件（平成十五
年一月六日財
務省告示第五

号）

個人向け国債は、「もっぱら個人が保有する
ことを目的」（個人向け国債の発行等に関す
る省令第二条）としており、保有は個人に限

定されている。

c -

・個人向け国債は「もっぱら個人が保有することを目的」に
商品設計されており、当該国債を保有する個人がその運
用（中途換金）に関する判断を行うことが予定されている。
特定贈与信託においては信託財産の運用に関する判断
は受託者である信託会社が行うこととなっており、個人に
よる保有と特定贈与信託による保有に差異がないとはい

えない。
・いずれにせよ、個人向け国債は、新型個人向け国債を平
成１８年１月に導入したばかりであり、現在その商品性に
対する理解が国民各層に深まり定着するよう努めていると
ころであることから、現時点において保有対象を拡大する

ことは適当でない。

（社）日本経済団体
連合会

135 A
特定贈与信託の信託財産の運用
対象としての個人向け国債の購

入の容認【新規】

　「個人向け国債」を、特別障害者扶養信託（以下「特定贈
与信託」という。）の信託財産として購入することを可能とす

べきである。

　特定贈与信託は、特別障害者の経済的な安定を図る目的
で、個人である委託者が、個人である特別障害者を受益者と
して、金銭、有価証券等を信託財産として設定される信託で

ある（相続税法第21条の4）。
  本制度が「信託」を利用している趣旨は、特別障害者に対
する定期的な生活費の支払について信託銀行の財産管理
機能を活用し、贈与財産の費消・散逸の防止、特別障害者
の経済的な安定を図ることにある。信託財産の運用は、「安
定した収益の確保を目的として適正に行う」(相続税法施行

令第4条の11第4号）ことが求められている。
  したがって、当該信託財産による「個人向け国債」の購入
は、実質的に個人による購入と差異は無く、さらには多様な
主体による国債の保有促進という「個人向け国債」の発行趣

旨にも沿うものである。

個人向け国債の発
行等に関する省令

第2条
財務省

　「個人向け国債」の購入可能
者は個人に限られている。

5011 5011001 z11004

総務省、法
務省、財務
省、厚生労
働省、経済
産業省、国
土交通省

税理士法第52
条

税理士又は税理士法人でない者は、税理
士業務を行ってはならない(税理士法第52

条)とされている。
c Ⅰ

税理士は、税務に関する専門家として、独立した公正な立
場において、申告納税制度の理念に沿って、納税義務者
の信頼にこたえ、租税に関する法令に規定された納税義
務の適正な実現を図ることを使命としており（税理士法第１
条）、税理士業務（税務代理、税務書類の作成及び税務相
談）の遂行が、国、地方公共団体及び納税者に及ぼす影
響は極めて大きく、その業務の公共性が強いことから、税
理士以外の者は税理士業務を行ってはならないとされて
いる（税理士法第52条）ものである。このような税理士法の
趣旨に鑑みれば、税理士業務を行う能力的担保のない者
に税理士業務を行うことを認めることは、国民に不測の損
害を与えかねず、又、納税義務の適正な実現を図ることが

困難となることから、相当ではない。

国民利便・負担軽減
推進協議会

1 A
各士業間における業務制限（禁
止）条項を相互に緩和する措置の

制定

各士業（弁理士、税理士、行政書士、司法書士社会保険労
務士、土地家屋調査士、海事代理士等）は、個別の業法に
より業務範囲が定められているが、各々の資格者が受託し
た主たる業務に付随する範囲の業務（争訟性のない書類
の作成・申請代理等）は、個別法で禁止されている業務範
囲であっても、「正当な（主たる）業務に付随する場合」とし

て「相互乗り入れ」を認めること。

例えば、行政書士が許認可を受託した場合における、
法人設立登記、事業目的変更登記等の司法書士業務
を行う場合。司法書士がその登記手続きに関連して、
権利義務・事実証明書類等の行政書士業務を行う場
合。税理士が関与している法人の変更登記等を行う場
合。行政書士、社労士等が記帳会計や賃金計算を行っ
ている小規模法人の税務申告業務を行う場合。土地家
屋調査士が、その表示登記に関連した権利登記を行う
場合等、夫々の資格者が、受託した業務に付随（密接
に関連）する場合に限り、相互乗り入れを認めること。
（具体的には、各士業の業務制限条項に但書を付加す
る－但し、○○士、○○士、○○士がその正当な（主た

る）業務に付随して行う場合を除く。）

我が国に於ける資格制度の必要性は理解できるが、日本の
士業（隣接法律専門職）制度はあまりにも業務範囲が細分
化されているため、ある資格者に依頼しただけでは、依頼案
件が完了しないことが多々あり、国民は処理日数や手続費
用等の面において、著しい不便や余分な出費を強いられて
いる現状がある。　　　　また、各種の手続には、資格者より
も法的処理能力に劣る本人申請が認められているという事
実が存在する。　　　　　　　　　以上のことから、資格者間に
おける業務の相互制限を緩和し、国民の利便と負担軽減の
ためのサービス競争を推進すべきである。　　　　　　（この場
合に要求されるであろう専門的な知識は、各資格者の自己
研鑽や研修により取得が可能であり、質の悪い資格者は自

然淘汰される。）

弁理士法第75条、
税理士法第52条、
司法書士法第73
条、土地家屋調査
士法第68条、行政
書士法第19条、社
会保険労務士法第
27条、海事代理士
法第17条

経済産業省、
法務省、財務
省、総務省、厚
生労働省、国
土交通省
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要望
管理番号

要望事項管
理番号

分割補助番
号

統合 管理コード 所管省庁等 該当法令 制度の現状 措置の分類 措置の内容 措置の概要（対応策） その他 要望主体
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制度の
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（特記事項）

5033 5033008 z11005 財務省
所得税法 第
225条第2項

剰余金の配当等とみなされるものの支払を
する者はその支払いに関する通知書をその
支払を受ける者に交付しなければならな

い。

f Ⅰ

税制は規制の対象外であることに加え、税法上の支払通
知書の交付は源泉徴収税額の記載を義務付けること等を
通じて課税の適正性を担保するための措置であり、証券
取引法上の取引報告書の交付とはその目的及び内容を
異にするため、支払報告書の交付義務を廃止するという当

該要望は検討要請事項の対象たり得ない。
（注）　取引報告書への源泉徴収税額の記載は証券取引

法上の義務とはされていない。

日本証券業協会証
券評議会

8 A
自社株公開買付けの時の支払通

知書の廃止

支払通知書の交付については所得税法 第225条第2項に
根拠条文があり、要約すると所得税法第25条第１項（配当
等の額とみなす金額）の規定により利益の配当又は剰余
金の分配の額とみなされるものの支払をする者はその支
払の確定した日から一月以内に、その支払を受ける者に
交付しなければならない、と明記されている（現在、法人顧

客のみに交付）
一方、上場会社が実施する自社株公開買付けの場合は、
買付け後遅滞なく、公開買付代理人（証券会社）から応募
株主に取引報告書が交付されている。取引報告書には源
泉徴収税額が記載されているが、その後に交付される支
払通知書にも源泉徴収税額が記載されているので、応募
株主にとって支払通知書は意味をなさないものになってい
ることから、支払通知書の廃止していただきたい。

支払通知書も取引報告書と同様に公開買付代理人が作成･
発送していることや、取引報告書とほぼ同じ内容で支払通知
書を作成していることを勘案すれば、支払通知書は廃止して

も全く問題はないと考える。

所得税法 第225条
第2項

所得税法第25条第
1項

金融庁

5039 5039001 z11006

警察庁、総
務省、法務
省、財務
省、文部科
学省、厚生
労働省

国税通則法第
123条

在留資格の変更又は在留期間の更新等の
申請に必要な書類として、国税の納税証明

書が利用されている。
d -

国税の滞納の有無等に関する情報の収集方法としては、
既存の納税証明書制度を活用し、外国人本人から納税証
明書の提出を求めた上で、関係機関がこれに基づきデー
タベースに蓄積するといった方法により対応可能である。

外国人集住都市会
議　座長　四日市市
長　井上哲夫

1 A
在留資格の変更、在留期間の更
新および永住者の在留資格への
変更の際の在留管理の適正化

在留資格の変更又は在留期間の更新並びに「永住者」の
在留資格への変更に当たっては、①外国人が就労してい
る場合、雇用・労働条件に法令違反がなく、社会保険に加
入していること、②国税及び地方税の滞納がないこと、③
学齢期の子どもがある場合その子どもが就学しているこ
と、④在留資格によっては日本語能力の程度、などを審査
項目に加え、それらの実施状況を正確に把握できる体制を
整える。これらの実施が不十分又は法令違反がある場合、
在留資格の変更又は在留期間の更新並びに「永住者」へ
の在留資格への変更を留保し、市区町村や関係機関と連
携して、その是正を図る。子どもの就学や日本語能力の程
度を審査項目に加える場合、すでに日本に在留している外
国人に、子どもの就学の機会や、本人の日本語学習機会
を十分に提供するために、国の責任において必要な環境

を早急に整備する。

【規制の現状】在留資格の変更又は在留期間の更新を受け
ようとする外国人は、法務大臣にこれを申請することができ、
法務大臣は、当該外国人の提出した文書に基づいて、在留
資格の変更を適当と認めるに足りる相当の理由があるとき
に限り、これを許可することができる。また、在留する外国人
が、「永住者」の在留資格への変更（特別永住者を除く）を希
望する場合、法務大臣は、①素行が善良であること及び②
独立の生計を営むに足りる資産又は技能を有すること並び
にその者の永住が日本国の利益に合すると認めたときに限
り、これを許可することができる。なお、①素行が善良である
ことを証明するために、国税の納付証明書の提出が義務付

けられている。
【要望理由】日本に在留する外国人の権利を保障し、同時に
義務の履行を図ることは、多文化共生社会を形成するため
に欠かすことのできない条件である。しかし、国内に合法的
に在留していながら、その賃金・労働条件が労働関係法令
や出入国管理関係法令に定める条件を満たしているかどう
かはチェックされず、社会保険加入、国税及び地方税の納入
などの義務を十分に果たしていない場合がある。学齢期の
子どもの就学を保障することは、保護者や受入国にとって義
務的なものであり、これも十分に果たされていない。また、
「永住者」の在留資格を取得した外国人が、社会保険に加入
していない場合は少なくないうえ、地方税の滞納についても
チェックされていない。さらに、日本語が不十分な場合、日本
の各地域社会において、住民と共に幸せに暮らすことが困
難になっており、在留資格によっては、日本語能力を証明す
ることも必要であると考えられる。これらの実現のために、在
留資格の変更・更新及び「永住者」の在留資格への変更に
あたって、法務省出入国管理局と市区町村及び関係行政機
関は、「共用データベース」の構築などを通じて効果的かつ

効率的に連携することが必要である。

出入国管理及び難
民認定法第20条、
21条及び22条、永
住許可に関するガ
イドライン（法務省
入国管理局平成18
年3月31日）、地方
自治法第10条

法務省出入国
管理局、総務
省自治行政
局・自治税務
局、厚生労働
省職業安定
局、厚生労働
省労働基準
局、厚生労働
省年金局。厚
生労働省健康
政策局、文部
省大臣官房、
文部省初等・
中等教育局、
財務省主税
局、総務省自
治行政局

5046 5046001 z11007
総務省、財
務省

・財政融資資
金の長期運用
に対する特別
措置に関する
法律第２条及
び第３条
・財政融資資
金の管理及び
運用の手続き
に関する規則
第２７条及び
第２８条

・郵便貯金法
施行規則第１
０条及び第１１

条
・簡易生命保
険法施行規則
第１０条及び
第１１条

財政融資資金の長期運用に対する特別措
置に関する法律第３条等に基づき、当該年
度に運用しなかったものについては、翌年
度末まで運用が可能となっているが、翌々
年度以降における運用は認められていな

い。

c -

地方公共団体に対する政府資金の貸付けにあたっては、
法令の規定により、翌年度末までの繰越運用が可能と
なっており、翌々年度以降における運用は認められていな
いが、これは、貸付金利や償還期限などと同様の貸付条
件のひとつであり、規制にあたるものではない（注）。

また、財政融資資金については、地方公共団体への貸付
けに限らず、繰越運用を翌年度末までとする統一的な取扱
いとなっているところであり、御要望への対応は困難であ

ることを御理解いただきたい。
（注）事故繰越等により翌々年度に地方債を起債しようとす
る場合、既許可の資金区分が政府資金であるものについ
ては政府資金の借入れができないが、資金区分を民間等
資金に変更する手続をとることは可能であり、地方債の起

債が規制されているものではない。

愛媛県松山市 1 A

事故繰越に係る地方債の借り入
れに関する規制緩和（明許繰越し
た事業が避け難い事故により事
故繰越を余儀なくされた場合、こ
の事業の財源として予定している
地方債の借入を翌々年度まで可

能とする。）

公共事業により都市基盤整備を進めるに当たっては、地権
者、関連団体等との調整により工期の延長を余儀なくされ
ることがある。こうした事態に対応するため明許繰越により
対応しているものの、想定外の土質や天候（地震、豪雨
等）等の避け難い事故により事故繰越を余儀なくされること
がある。国の補助事業では、事故繰越の措置が認められ
ているものの地方債については翌々年度の借入は不可能
とされており、財源対策に困難を強いられている。翌々年
度までの借入が可能となれば都市基盤の早期整備や財政

運営にも効果があると考える。

想定外の土質や天候（地震、豪雨等）等の避け難い事
故により事故繰越を余儀なくされることがある。地方債
については翌々年度の借入は不可能とされており、事
業の必要性、緊急性から中断や廃止が不可能な事業
については、一般財源による措置が必要となり、耐用年
数に応じた負担の公平性が損なわれるほか、財源対策

に困難を強いられている。

公共事業により都市基盤整備を進めるに当たっては、地権
者、関連団体等との調整により工期の延長を余儀なくされる
ことがある。こうした事態に対応するため明許繰越により対
応しているものの、避け難い事故により事故繰越を余儀なく
されることがある。国の補助事業では、事故繰越の措置が認
められているものの地方債については翌々年度の借入は不
可能(公庫資金は可、政府資金は不可）とされており、財源対
策に困難を強いられている。翌々年度までの借入が可能と
なれば都市基盤の早期整備や財政運営にも効果があると考

える。

・財政融資資金の
長期運用に対する
特別措置に関する
法律第２条及び第

３条
・財政融資資金の
管理及び運用の手
続きに関する規則
第２７条及び第２８

条
・郵便貯金法施行
規則第１０条及び
第１１条

・簡易生命保険法
施行規則第１０条
及び第１１条

総務省
財務省

添付資料
1-1～1-8



全国規制改革及び民間開放要望書(2006あじさい）

要望
管理番号

要望事項管
理番号

分割補助番
号

統合 管理コード 所管省庁等 該当法令 制度の現状 措置の分類 措置の内容 措置の概要（対応策） その他 要望主体
要望
事項番号

要望種別
（規制改
革A/民間
開放B）

要望事項
（事項名）

具体的
要望内容

具体的事業の
実施内容

要望理由 根拠法令等
制度の

所管官庁等
その他

（特記事項）

5056 5056001 z11008
警察庁、財
務省

会計法第７条
第１項

公金の取扱いについては、その性格から取
扱上の責任を明確にし、公正の確保を期す
ることが要求されるものである。国のサービ
スへの支払のうち、使用料・手数料などの
歳入金の収納については、国の職員である
出納官吏及び出納員、会計法（昭和２２年
法律第３５号）及び日本銀行法（平成９年法
律第８９号）に基づき国庫金の出納を取り扱
う日本銀行（代理店、歳入代理店を含む。）
にこれを行わせることにより、その責任と公
正の確保を図っているところである。

c -

公金の性格上、取扱上の責任を明確にし、公正の確保を
期することが要求されるため、国の職員である出納官吏及
び出納員、会計法及び日本銀行法に基づき国庫金の出納
を取り扱う日本銀行（代理店及び歳入代理店を含む。）に
これを行わせることが適当であり、その責任と公正の確
保、収納の確実性について現行制度と比較し、同等のもの
が確保されない限り、これらの者以外の者に取り扱わせる
ことは適切ではない。また、歳入金の国庫収納という法律
要件とこれに伴う法律効果の発現との関係等について、
個々の法令を所管する各府省において、十分検討する余

地がある。

クレジットカード普及
連絡会

1 A
交通違反に係る反則金（罰金は除
く）のクレジットカード決済の導入

の件

○交通違反の反則金の納付について、インターネットを活
用したクレジットカード決済を導入することで、警察におけ
る反則金回収業務を効率化し、警察力の更なる有効活用

を図る。

①違反者データの即時反映システムの構築
②インターネットを活用した反則金のクレジットカード決

済
③反則者に代わりクレジットカード会社が反則金を国に

納付（第三者納付）

■①に関する理由
○当連絡会において、現場へヒアリングを行ったところ、現
在、現場で取り締まりした違反者データは、警察庁の基礎
データに反映されるまで約１０日間を要しており、その間、仮
納付がなされた場合の照合作業や金額相違等のエラー処理
に支障が出ているとの話があった。このような状況を放置す
ることは、余計な事務負荷やコストを発生させることになり、
限られた警察力の非効率化につながるものと考える。違反
者データが即時に警察庁の基礎データに反映させるシステ
ムを早期に対応いただくことをご検討いただきたい。
■②③に関する理由
○平成１８年６月１日に施行された道路交通法の改正におい
て、違法駐車対策として、使用者責任の明確化、違法駐車の
取り締まりの民間委託がなされた。この改正は、警察におい
て、大量の違反者を取り締まるだけの体力がさけず、不出頭
者の補足が十分にできないことから逃げ得という不公平を招
き、違法駐車の抑止ができないという状況を改善するために
取られた対策である。
○今回要望している「インターネットを活用した反則金のクレ
ジットカード決済」については、警察事務を合理化させるだけ
でなく、従来事務に当てられていた警察力を違反者の取り締
まり強化につながるものと考える。
○特に、違法駐車の取締りを民間委託したことにより、取り
締まれる違反者が急増し、警察事務が急速に増加するもの
と考える。インターネットを活用した反則金のクレジットカード
決済を導入し、支払いしやすい環境を整備することで、警察
事務の合理化が図られ、警察力が維持される。
○また、インターネットを活用した納付については、国が方針
として掲げている、電子政府化にそう対応であり、実施に向
けた検討すら対応いただけないことは、国の方針にそうもの
ではないと考える。
○なお、前回の規制改革要望において、ご指摘いただいた
事項について、対応案についてその他特記事項にご提示さ
せていただくので、具体的な検討を共同で進められるようご
検討いただきたい。

道路交通法
・警察庁　　　・
財務省

①反則金を支払うか、裁判を受
けるかは本人の意思が介在す

ることが必要
インターネットによる反則金のク
レジットカード決済についても、
自らがクレジットカード番号、有
効期限等を入力し、反則金の納
付手続きを行なうため、十分に
本人の意思が介在しているもの
と思われ、交通違反反則金制度
の主旨に沿うものであると考え

ます。
②違反者の便宜を図るために公
費を使用するのは適当ではない
違反者の便宜を図るという点の
みを捉えればご指摘の通りと思
われますが、今回のご提案理由
にも記載しました通り、一人の違
反者に対する警察事務を合理
化することで、警察力全体を取り
締まり強化に有効活用できると
いう観点から捉えれば、国民の
治安を守ることにもつながり、公
費の使用は適当かと考えます。
③クレジットカード決済の導入が
コスト増・事務負荷増につながる
導入に際しては、イニシャルコス
トが発生し、一時的にはコスト増
につながるものと思われるが、
今やクレジットカードは、民間や
公金分野の決済場面に広く導入
され、事務効率化に役立てられ
ている。従って、違反金へのクレ
ジットカード決済導入にあたって
も、様々な点において詳細の検
討が必要となると思われるが、
最終的には警察事務の合理化

5057 5057069 z11009 財務省

たばこ事業法
第22条、23条
同施行規則20

条

　製造たばこの小売販売業を行う場合に
は、たばこ事業法関係法令に基づき、営業
所ごとに財務大臣の許可を受けなければな
らず、その際、予定営業所と最寄の営業所
との距離が、予定営業所の所在地の区分ご
とに、25ｍから300ｍまでの範囲内で財務大
臣が定める距離に達していない場合は「不

許可」となる。

c -

　たばこの小売販売業の許可基準である距離基準につい
ては、たばこ専売制度を廃止する際に、仮に距離基準を廃
止した場合には、販売店の激増・乱立による流通秩序の激
変が生じ、これにより、大部分が零細者である小売業者に
深刻な影響が及ぶ恐れが大きいことから、距離基準を維
持することが不可欠であるとされたものである。

　現在においても、小売業者の大半が零細者（注）であり、
年間約４千件（17年度実績）の不許可理由のほとんどが
「距離不足」であることを考慮すれば、距離基準が廃止さ
れた場合には、小売業者の大幅な増加は避け難いのみな
らず、申請件数も急増するものと考えられることから、結果
として販売店の激増・乱立を招き、零細な小売業者に深刻

な影響が及ぶこととなる。
　（注）平成15年度たばこ小売販売業経営実態調査結果
（財務省）によれば、店舗経営者のうち60歳以上の割合が
約56％、１カ月当たりのたばこの粗利益額10万円未満の

店舗が全体の約53％となっている。
　また、未成年者の喫煙防止という社会的要請が高まって
きている現状において、小売業者の大幅な増加をもたらす
距離基準の廃止を行うことは、こうした社会的要請に逆行

することとなりかねない。
　さらに、我が国が平成16年6月に締結した、たばこの規制
に関する世界保健機関枠組条約第15条７においては、「締
約国は、不法な取引を防止することを目的としてたばこ製
品の生産及び流通を管理し又は規制するため、更にとる
べき措置（適当な場合には、許可制度を含む。）を採択し
及び実施するよう努める。」とされているところであり、流通
規制の緩和を検討するにあたっては、たばこ規制に関する
国際的な情勢も考慮する必要があると考えられる。

　このため、財務省としては、たばこ事業法に基づく小売販
売業の許可制及び距離基準については、引き続き今日的
意義を有しているとともに、未成年者喫煙防止等の社会的
要請や不正取引防止の観点からも一定の役割を果たして
おり、たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約にお
いても同様の考え方が示されていることから、現時点で規
制緩和の観点から議論を進める状況には至っていないと

考える

（社）日本経済団体
連合会

69 A
たばこ販売の免許取得に関する

距離規制の見直し

　たばこ販売の許可申請における距離規制については、身
体障害者福祉法第4条又は母子及び寡婦福祉法第6条該

当者の場合を除き、撤廃すべきである。

　たばこ小売販売業免許の取得に様々な条件が付されてい
るため、小売販売業者が顧客サービスの充実を図るに十分
な品揃えを行えない状況になっている。例えば、営業時間が
短い小売店の近くにあるコンビニエンスストアはたばこ小売
販売免許を取得できないことから、当該たばこ小売店舗の営
業時間外にたばこを購入したいとする顧客のニーズを満たす
ことができない。顧客に対するワンストップサービスの実現に

向けた規制の見直しを図るべきである。

たばこ事業法第22
条、23条

同施行規則20条
製造たばこ小売販
売業許可等取扱要
領（制定：平成12年
12月27日蔵理第
4621号、最終改正：
平成18年3月29日
財理第1243号）

財務省理財局
総務課たばこ
塩事業室

　たばこ事業法及び同施行令に
おいて、たばこ販売の許可要件
として距離規制が課せられてい
る。この点について、財政制度
等審議会の『喫煙と健康の問題
等に関する中間報告（2002年10
月10日）』では、「たばこ小売販
売業の許可制、定価制は、たば
こ事業法上、当面の措置とされ
ており、専売制廃止時に、流通
の自由化により急激な変化が生
じ、零細なたばこ小売業者に深
刻な影響が及ぶことなどを回避
する措置として導入されたもの
である」とされており、現在もた
ばこ小売販売業免許の取得に
は距離基準等の様々な条件が

付されている。

5057 5057070 z11010 財務省

酒類小売業者
の経営の改善
等に関する緊
急措置法の一
部を改正する
法律

「酒類小売業者の経営の改善等に関する緊
急措置法の一部を改正する法律」について
は、昨年8月10日公布され、緊急調整地域
の指定に関して、平成16免許年度に緊急調
整地域に指定されていた地域について、そ
の指定の有効期間を本年8月31日まで１年

間延長すること等とされた。

- -

「酒類小売業者の経営の改善等に関する緊急措置法（及
び一部改正法）」（平成15年法律第34号、平成17年法律第
92号）は、議員立法として提案され国会で可決されたもの
であり、同法の取扱いについては、政府としては、責任あ

る回答をできる立場にない。
なお、緊急調整地域の指定の有効期間は本年８月31日ま

でとされている。

（社）日本経済団体
連合会

70 A
酒類小売業者の経営の改善等に
関する緊急措置法の廃止【新規】

　酒類小売業者の経営の改善等に関する緊急措置法につ
いては、さらなる延長をすることなく、廃止すべきである。

　2003年9月1日から2年間の時限立法として制定された緊急
措置法は、昨年9月1日以降、1年間延長された。これにより、
全国3800超の地域の約4割を占める約1300弱の地域が緊急
調整地域として指定されており、新たに酒類小売販売免許
の取得や他地域からの移転が許されないため、自由な事業

活動や消費者利便の向上が阻害されている。
　国税庁が取りまとめた酒類小売業者の経営改善計画の実
施状況（2005年12月）における経営改善計画の達成状況を
見る限り、売上高の増加や利益率の向上が図られたとする
回答は概ね1割強にとどまっている。この調査結果について
は、緊急調整地域における計画の達成状況が公表されてい
ないものの、総体的には、当該規制によって、中小の小売業
者の経営改善に著しい効果を上げたとは言いにくい。

酒類小売業者の経
営の改善等に関す
る緊急措置法

国税庁

　緊急調整地域に指定された地
域では、酒類小売販売業免許の
取得、あるい他地域からの販売
場の移転許可を得ることはでき

ない。
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5057 5057139 z11012 全省庁
平成１４年４月より売掛債権担保融資保証
制度を利用する場合における譲渡禁止特約

の解除を実施済。
b Ⅳ

債権譲渡禁止特約の解除の対象となる契約（リース契約
等）及び譲渡対象者（特定目的会社、特定債権等譲受業
者等）について、平成18年度中の実施に向けて、そのリス

ク等の検討を引き続き行う。

（社）日本経済団体
連合会

139 A
国・地方公共団体向け金銭債権
の証券化に係る譲渡禁止特約の

解除

　各省庁・地方公共団体向け金銭債権につき、速やかに譲
渡禁止特約を廃止すべきである。そのため、各省庁共通の
ルール（①譲渡先が金融機関の場合は債権譲渡禁止特約
の適用除外とする、②事前承認手続を大幅に簡素化する、
③債権譲渡に対する取扱いを統一する）を策定し、売買契
約・請負契約に反映すべきである。地方公共団体について

も同様の統一的な取扱うべきである。

　資産流動化を促進する上で、債権譲渡禁止特約の存在が
障害となっている。債権譲渡禁止特約の廃止に向けて、各省
庁、地方自治体が共通ルールの下で着実に取り組むことが

求められる。

全省庁、地方
公共団体

　国の機関及び地方公共団体
向けの金銭債権については、譲
渡禁止特約が付されていること
が多く、当該金銭債権の証券化
等を行うことができない。

  近年、一部の省庁においては
事前に承認を得ることにより譲
渡を認めたり、特定の譲渡先に
ついては債権譲渡禁止条項適
用の例外とする等、企業におけ
る売掛債権を活用した資金調達
の支援・促進が図られている。
  しかしながら、依然として省庁
による対応のバラツキ、事前承
認手続きの煩雑さ、不透明さ等
の問題が残されている。

5057 5057175 z11013 財務省

関税法第67条
3～11、関税
法施行令第59
条の6、関税法
施行規則第9

条

特定輸出申告は、その申告に係る貨物が
置かれた場所を管轄する税関官署に対して

行う必要がある。
特定輸出者の承認申請においては、法令
遵守規則（コンプライアンスプログラム）を定

めていることが要件となっている。
輸出に際して減免税手続を行う必要がある
貨物については、原則として特定輸出申告
制度の適用対象外となっている。

①及び③
：b

②：d

④：b、e

①：Ⅰ

②：ー

③：Ⅳ

④：Ⅱ

１．特定輸出申告制度については、本年３月に導入された
ばかりであるが、今後、同制度の運用状況等を見極めな
がら、利用者の利便性の向上と的確な制度運用の確保と
を勘案しつつ、必要に応じた見直しを実施することとした

い。
２．包括事前審査制度については、今後の特定輸出申告
制度の見直しを検討する中において、その廃止を含め、当
該制度のあり方を検討する必要があると考えている。

３．また、税関に提出する法令遵守規則（コンプライアンス・
プログラム）は、申請者が法令遵守のための社内規則を既
に定めている場合において、当該社内規則に特定輸出申
告に係る事項（輸出通関手続、貨物管理等）が満たされて
いれば、これを法令遵守規則として取り扱うこととしてお
り、経済産業省のコンプライアンス・プログラムとの一本化

が可能となっている。
４．なお、輸出申告の際に減免税手続を要する貨物のう
ち、いわゆる「リターナブルコンテナ（通い箱）」について
は、現行制度上、特定輸出申告制度の利用が可能となっ

ている。

（社）日本経済団体
連合会

175 A 特定輸出申告制度の改善【新規】

特定輸出申告制度により多くの荷主が参加できるよう、次
の点を要望する。

①特定輸出申告は、貨物が蔵置されている場所を管轄す
る税関官署に申告を行うとされているが、積込港を管轄す

る税関官署への申告も可能すべきである。
②特定輸出者となるための条件として、財務省が提示する
社内コンプライアンスプログラムの整備を求めているが、同
様のコンプライアンスプログラムは既に経済産業省から求

められている。一本化を図るべきである。
③特定輸出申告制度の施行を受けて、包括事前審査制度
は今後3年間かけてその存廃を含めて検討を行うとなって
いるが、特定輸出申告制度ではカバーすることは難しい。
包括事前審査制度は現状通り残し、特定輸出申告制度は

独立して制度内容の検討を進めるべきである。
④リターナブルコンテナを利用する場合など、輸出申告の
際に関税の減免又は払戻しに関する手続を要する貨物は
特定輸出申告制度の適用除外となっているが、一律に除
外するのではなく可能な限り特定輸出申告制度の対象と

すべきである。

（＊）その前提で特定輸出申告制度の目的を実現でき
るようあるべき姿を官民協力して検討するべきである。
④環境に配慮した物流実現のため、使い捨てとなる段
ボールやパレットに替わってプラスチック製リターナブル
コンテナ（通い箱）の導入が推進されているが、これら
の利用に際しては輸出申告時に免税手続を要するた
め、現状では特定輸出申告制度の対象外となる。

①特定輸出申告において、書類審査または貨物検査になっ
た場合には、現状では貨物の蔵置場所を管轄する税関官署
へ書類を提出または貨物を持ち込む必要が生じる。実際に
そのような状況が発生する可能性は低いと考えられるが、特
定輸出者としてはそのことも想定した通関会社の選定や対
応を考慮する必要があり、また何らかの理由で港への貨物
搬入後に輸出を取り止める場合にも申告した税関官署に輸
出許可の取り消しを求めることになり、これらが新たな制約と

なる。
②企業によっては、既に輸出入管理規則を制定し、経済産
業省へ届出ている。特定輸出申告制度に参加するために
は、経済産業省に加えて財務省が求めるコンプライアンスプ
ログラムの内容を検討し、両方をカバーできるよう現行の管
理規則を修正しなければならないが、そのような２重管理は

回避すべきである。
③特定輸出申告制度は、その目的から考えて適用除外とせ
ざるを得ない貨物が多く発生する可能性が高く、輸出貨物を
広くカバーしている包括事前審査制度に取って代わる制度と
なることは難しい。早い段階で包括事前審査制度の存続を

確認し、（＊）

関税法第67条3～
11

同施行令第59条の
6

同施行規則第9条

財務省関税局

　2006年3月より特定輸出申告
制度が措置された。この制度
は、セキュリティ対策の強化と国
際物流の高度化に対応した物
流促進を同時に達成することを
目的としており、コンプライアン
スの確保等を条件に、あらかじ
め税関長の承認を受けた輸出
者（特定輸出者）については、保
税地域に貨物を入れないで輸出
申告を行い、輸出の許可を受け
ることを可能にすると共に、輸出
者のコンプライアンスを審査及
び検査に反映させようとするも
のである。制度の普及を推進し
ている財務省関税局は、特定輸
出申告については輸出手続に
かかるリードタイムの短縮や仕
入書等の輸出申告書類の簡素
化といったメリットを強調してい
るが、現実には利用しやすい条
件が整えられていないため、企
業にとって参加するメリットが期

待できない。

5057 5057176 z11014 財務省
関税法第67
条、第67条の

２

貨物を輸出しようとする者は、税関長に輸出
申告し、許可を受けなくてはならない。また、
輸出申告は、原則として、申告に係る貨物
を保税地域に入れた後に行うこととされてい

る。

c -

１．関税局・税関においては、物流セキュリティの強化と国
際物流の高度化に対応した物流促進を同時に達成するた
め、コンプライアンス等の確保等を条件に、予めいずれか
の税関長の承認を受けた輸出者（特定輸出者）について
は、保税地域に貨物を入れないで輸出申告（特定輸出申
告）をし、輸出の許可を受けることを可能とする特定輸出申
告制度を本年３月１日から導入しているところである。
２．輸出貨物については、武器、テロ関連物質等の不正輸
出を取り締まるため、必要に応じて検査等を行うことが不
可欠なことから、許可制を維持することが適当である。
３．なお、諸外国においても、輸出につき届出制を採用して
いる米国を除けば、ＥU諸国等においては、特定の場所に
貨物を搬入した後に輸出申告を行い、輸出の許可を受け
ることが必要とされており、我が国と同様の制度となってい

る。

（社）日本経済団体
連合会

176 A
輸出通関の保税搬入原則の廃
止、輸出通関の届出制の導入

　輸出通関の保税搬入原則を廃止し、輸出通関を許可制
から届出制にすべきである。

①輸出貨物の保税搬入原則があるため、輸出のリードタイ
ムが延び、グローバルSCMオペレーションの効率性が上がら
ず、わが国輸出企業の国際競争力向上にとって障害となっ

ている。
②輸出の届出制導入による手続簡素化により、使い勝手の
良い貿易手続電子システム、物流システムの構築に道を拓

くことになる。
③欧米先進国、韓国、香港、シンガポールなど主要アジア諸
国では、輸出通関は許可制ではなく届出制となっており、輸
出貨物の保税搬入原則はない。すなわちわが国輸出通関制
度は諸外国に例を見ない特異な内容となっている。貿易立
国を標榜するわが国の輸出通関制度もグローバル・スタン

ダードに沿うものにする必要がある。
④なお、9.11同時多発テロ事件を契機として、米国の24時間
事前申告ルールの導入などサプライチェーン・セキュリティ強
化プログラムが実施されているが、諸外国では届出制のまま
セキュリティ管理プログラムを実施していることから、わが国
においても輸出通関の届出制の下で、セキュリティ強化と貿
易手続・物流の効率化を両立することは可能である。

関税法第67条、第
67条の2

財務省関税局
業務課

　わが国の輸出通関申告制度
は下記の内容となっている。
①税関長の許可を得て船積・出

荷（輸出）する。
②輸出通関申告は、保税地域
に輸出貨物を搬入しなければ申

告できない。
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5057 5057177 z11015 財務省

関税法第98
条、第100条、
第101条

税関関係手数
料令第６条

税関の執務時間外に臨時の執務を求める
場合には、臨時開庁手数料を納付し、税関
長の承認を受けなければならない。

通関体制：d

臨時開庁手
続・手数料：

c

-

１．航空貨物の通関については、成田空港、関西国際空港
及び中部空港の税関官署において24時間体制で通関業
務を処理しており、海上貨物の通関については、特に執務
時間外の通関需要の多い主要港湾を始めとする14官署に
おいて執務時間外の通関体制を整備しているところであ

る。
  また、これらの官署以外の官署においても、臨時開庁の
申請があった場合には、適切に対応することとしている。
２．一方、臨時開庁手数料については、税関における事務
の実態を踏まえた単価の見直しを行い、平成16年4月に1
時間あたり7,800円から4,100円に引き下げるとともに、平
成15年4月から、構造改革特別区域における特例措置とし
て、通常の手数料額の2分の１を軽減し、本措置について
は、平成17年4月から全国展開したところである。

３．なお、諸外国の例を見ても、例えば英国、フランス等で
は、執務時間外に業務を行う場合には手数料が必要とさ
れており、米国では、執務時間内であっても輸入申告を行
う場合に一定の手数料を必要とするほか、執務時間外に

は更に追加的な手数料が必要とされている。

（社）日本経済団体
連合会

177 A

税関通関業務の24時間365日体
制の実施

（臨時開庁手続き・手数料の廃
止）

　税関業務の24時間365日体制を実施（臨時開庁手続き及
び費用負担の撤廃）すべきである。

　企業にとっては、サプライチェーンマネジメントの観点から、
物流の効率化が不可欠となっている。現状では、臨時開庁
手続きを経て、24時間の通関が可能となっているが、臨時開
庁の申請手続きや費用負担が必要となり、リードタイムの点
からもコスト増となってしまう。通関の原則24時間365日体制
により、リードタイムの短縮や企業にとって最も効率的な生
産、物流の整備が促進され、日本国内に立地する工場の競
争力が強化される。最近では、東アジアの工場との生産品目
による棲み分けが日本の産業の生き残りの手段となってい
るが、時間単位の調達、生産スケジュールが可能になる。通
関需要に応じた臨時開庁という現在の政府の対応では、企
業の生産、物流、販売体制などの抜本的な見直し、拠点の
再配置などにつながりにくいため、24時間・365日体制へ移
行することにより、日本の税関システムの競争力をアピール

することが必要である。

関税法第98条、第
100条、第101条
税関関係手数料令

第6条

財務省関税局

　港湾・空港の24時間体制の前
提となる税関の稼働時間は原
則、月曜日～金曜日8：30～17：

00　となっている。
　上記時間外に輸出入通関を行
う場合は、「臨時開庁」を申請す
る必要があるほか、費用負担が

発生する。
　いまだ臨時開庁の特別料金が
発生し、コスト増になっている。
但し、臨時開庁手数料は半額
(特区は格段に安くなっている)と
なり、以前よりは緩和されてい

る。

5057 5057178 z11016 財務省
関税法第67
条、通関業法
第9条

輸出申告又は輸入申告は、貨物を蔵置する
場所を管轄する税関官署に対して行う必要
がある。また、輸出申告又は輸入申告に際
して、仕入書等の関係書類を税関に提出す

る必要がある。

申告官署：c

電子化：b

申告官署：
－

電子化：Ⅱ

１．同一税関管内の税関官署への申告について蔵地場所
の如何にかかわらず、通関業者が希望する税関官署に一
元的に申告できるようにすることについては、円滑な貨物
検査に支障を生じ、迅速な通関を阻害するおそれがあるこ
とから、基本的には、貨物の蔵置場所を管轄する税関官

署に対して輸出入申告等を行う必要がある。
２．輸出入申告等の電子化については、従来より、通関情
報処理システム（NACCS）を導入し、オンラインによる輸出
入申告等の処理を可能とするとともに、税関手続を行うＮＡ
ＣＣＳと関係省庁の手続を行う電算システムとの連携によ
り、関係省庁による許可・承認等の税関への証明・確認を
電子的に行うことを可能としてきたところである。

また、平成15年７月からは、利用者が一回の入力・送信で
複数の手続を同時に行えるようにするシングルウィンドウ
化を実施したところであるが、更に、平成17年には、日本
経済団体連合会等からの提言（「輸出入・港湾諸手続の効
率化に関する提言」（平成16年６月22日））等を踏まえ、
NACCSによる輸入申告１件に対して同時に申請できる関
係省庁手続の拡大等を図るとともに、平成17年度関税改
正においては、ＦＡＬ条約の締結等を踏まえた入港手続に
係る申請項目の大幅な削減を行い、これに伴うシステム改

善を実施したところである。
３．また、輸出入関連書類の電子化については、本年３月
に公表した税関業務の業務・システム最適化計画におい
て、Sea－NACCS（海上貨物通関情報処理システム）につ
いては平成20年10月に予定しているシステム更改を、Air
－NACCS（航空貨物通関情報処理システム）については
平成21年度に予定しているシステム更改を契機に、これら
のシステムを利用して、インボイス、パッキングリスト等の
情報を電子的に提出することを可能とするなど、税関手続
全体として電子化を推進するための措置を講ずることとし

ている。

（社）日本経済団体
連合会

178 A
税関申告官署の自由化

通関手続きの簡素化、電子化

　同一税関申告官署については、蔵地場所の如何にかか
わらず、通関業者が希望する税関官署に一元的に申告で
きるようにすべきである。また、輸出入関連書類の電子ファ

イル化により、簡素化すべきである。

　同一税関申告官署が複数存在するため、申告書類の提出
や申告書に対する対応などに人手や車などの諸経費等のコ
ストがかかる。また、ペーパーレスによる輸出入業務の簡素

化、書類保管の効率化を促進する必要がある。

関税法第67条
通関業法第9条

財務省関税局
税関業務部
経済産業省

　税関への輸出入申告に当たっ
ての申告官署は、申告貨物を蔵
地している蔵地場所を管轄する
税関官署となっている。また、輸
出入申告書、輸出入許可書、納
税証明書、インボイス、パッキン
グリスト、保険証書、原産地証
明書、経済産業省の個別許可
書などの書類が電子化されてお
らず、書類保管の効率化が進ん

でいない。

5057 5057179 z11017 財務省 関税法67条

貨物を輸入出しようとする者は、貨物の品
名など必要な事項を税関長に申告し、必要
な検査を受けてから、輸入の許可を受けな

ければならない。

c -

 税関における検査は、関税等の適正な徴収、麻薬・けん
銃等の社会悪物品の不正輸入阻止、大量破壊兵器関連
物品の不正輸出阻止等のテロ対策等の目的のために行っ
ているものであり、これら検査に生じる検査費用は、輸出
入貨物の所有者である輸出入者が当然に負担するべきも
のである、と考えている。なお、検査にかかる費用は、税関
が徴収しているものではなく、輸送・開梱包作業を行う業者

に支払っているものである。

（社）日本経済団体
連合会

179 A
税関検査に係る料金の一部公費

負担の導入【新規】

　税関検査目的における密輸防止、麻薬、覚せい剤等の
防犯取り締まり目的による検査費用は、輸出入者の申告
貨物の税の確定などの為のものとは異なるため税関当局

の負担すべきである。

　コンテナ貨物全量取り出し検査や、大型Ｘ線検査、指定検
査場への持込検査など輸送費、開梱包等多大の費用がか

かるため。
関税法67条

財務省関税局
税関業務部

　輸出入貨物に関しての税関検
査に係る、輸送費、開梱包費な
どのすべてが輸出入者負担と

なっている。
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5057 5057180 z11018 財務省

通関業法第31
条1項、通関業
法基本通達31
－1、32－1

通関業者は、通関士を通関業務に従事させ
ようとする場合には、それぞれの税関長に
届け出て、その者が欠格事由に該当しない
こと等の確認を受けなければならない。

b Ⅳ

一の税関において既に確認を受けた通関士が、他の税関
の管内にある同一の通関業者の営業所に異動し、引き続
き当該営業所で通関士として通関業務に従事する場合に
おける当該通関士の確認については、従業者の異動（変
更）届の提出等により行うこととするなど、その手続の簡素
化策について平成18年度中に検討することとしたい。

（社）日本経済団体
連合会

180 A
通関士登録制度における登録の
一元化（自由化）【新規】

　通関士の確認登録を一の税関にて受けた者が、他税関
管轄の通関営業所の勤務になった場合には、通関士の確
認登録申請を免除し、従業者等の異動（変更）届を提出す
ることにより、引き続き、通関士として業務に従事できること

を認めるべきである。

　複数の税関管轄に通関営業所がある場合、定期的な人事
異動などで複数の者が通関士登録の解任、新規登録を行う
ことになり、業務上煩雑な手続きとなっているため。

通関業法第30条1
項

通関業法基本通達
31－1、32－1

財務省関税局
税関通関業監
督官室

　現在、通関士の確認登録は一
税関ごとに行われる。一税関で
確認を受け登録した後、会社の
人事異動などで他税関管轄にて
業務を行う場合、確認を受けた
税関には異動（解任）届を提出
し、新たな税関には確認登録申
請を提出し確認を受けなければ

ならない。

5057 5057228 z11019 財務省

会計法第29条
の3第5項
予算決算及び
会計令第99条
第21号

「財務省所管
一般会計所属
普通財産の管
理及び処分を
行う場合にお
いて指名競争
に付し又は随
意契約による
ことについて
の財務大臣と
の包括協議に
ついて」（平成
13年10月29日
財理第3660
号）　第一
(二)(11)

　都市計画法第4条第15項に規定する都市
計画事業の区域内の国有財産について
は、都市計画事業者に随意契約で売却でき
る。また、随意契約の根拠となっている通達
（財理第3660号）は財務省のホームページ
（http://www.kokuyuzaisan.go.jp/kokuyu/pc

/start.html）で公表している。

【措置の概要（対応策）】
　国有財産を随意契約によって売却する場
合、国有財産の有効利用を図る観点から、
相手方の選択、当該財産の使途等につい
て基準を明示しておくことが望ましいことか
ら、予算決算及び会計例第102条の4等の
規定に基づく随意契約については財務大臣
（国庫大臣）との協議を包括的に整え、その
結果に基づき統一的な取扱いを行うため、
通達（平成13年10月29日財理第3660号）を
制定し、かつ、当該通達はHP等で公表して

いるところである。
　その中で、ご要望のあった都市計画事業
区域内における国有財産を事業者に随意
契約で売却する場合の基準についても、下
記のとおり規定しているところである。この
規定が対象とする都市計画事業を行う主
体、当該事業内容等は都市計画法におい
て明確に規定されているところであり、これ
ら全てを通達上に規定することは馴染まな

いことをご理解願いたい。
　　　　　　　　　　　　　　　記

「財務省所管一般会計所属普通財産の管
理及び処分を行う場合において指名競争に
付し又は随意契約によることについての財
務大臣との包括協議について」通達　（平成
13年10月29日財理第3660号）（抜粋）

別紙 １　　包括協議事項
第１ 予算決算及び会計令(昭和22 年勅令

d -

【都市計画法（昭和４３年法律第１００号）抜粋】
第４条　（略）

１５　この法律において「都市計画事業」とは、この法律で
定めるところにより第５９条の規定による認可又は承認を
受けて行われる都市計画施設の整備に関する事業及び市

街地開発事業をいう。

第５９条　都市計画事業は、市町村が、都道府県知事（第
一号法定受託事務として施行する場合にあつては、国土

交通大臣）の認可を受けて施行する。
２  都道府県は、市町村が施行することが困難又は不適当
な場合その他特別な事情がある場合においては、国土交
通大臣の認可を受けて、都市計画事業を施行することが

できる。
３  国の機関は、国土交通大臣の承認を受けて、国の利害
に重大な関係を有する都市計画事業を施行することがで

きる。
４  国の機関、都道府県及び市町村以外の者は、事業の
施行に関して行政機関の免許、許可、認可等の処分を必
要とする場合においてこれらの処分を受けているとき、そ
の他特別な事情がある場合においては、都道府県知事の
認可を受けて、都市計画事業を施行することができる。

第４条　（略）
６　この法律において「都市計画施設」とは、都市計画にお
いて定められた第　１１条第１項各号に掲げる施設をいう。
第１１条　都市計画区域については、都市計画に、次に掲
げる施設で必要なものを定めるものとする。この場合にお
いて、特に必要があるときは、当該都市計画区域外におい

ても、これらの施設を定めることができる。
一  道路、都市高速鉄道、駐車場、自動車ターミナルその

他の交通施設
二  公園、緑地、広場、墓園その他の公共空地

三  水道、電気供給施設、ガス供給施設、下水道、汚物処
理場、ごみ焼却場その他の供給施設又は処理施設

四  河川、運河その他の水路
五 学校 図書館 研究施設その他の教育文化施設

三  首都圏
の近郊整備
地帯及び都
市開発区域
の整備に関
する法律
（昭和三十
三年法律第
九十八号）
による工業
団地造成事
業又は近畿
圏の近郊整
備区域及び
都市開発区
域の整備及
び開発に関
する法律
（昭和三十
九年法律第
百四十五
号）による
工業団地造
成事業
四  都市再
開発法 に
よる市街地
再開発事業
五  新都市
基盤整備法
（昭和四十
七年法律第
八十六号）
による新都
市基盤整備
事業

六 大都市

（社）日本経済団体
連合会

228 A

公益性が高いとされる都市計画事
業区域内における

国有財産の処分方法の改善【新
規】

　 公益性の高い都市計画事業の促進を図るため、随意契
約することができる基準を明確化したうえで、明文化し公表

すべきである。

   国の財政状態の改善に向けて国有地等の売却が進めら
れようとする中で、防災・景観等、まちづくりの観点から一体
的な開発・整備が求められる都市計画事業区域内の国有財
産の処分について、他の区域と同様に指名競争入札に付さ
れることにより、土地価格高騰や転売目的の業者の参入に
よるスケジュール遅延が発生する等、一体的なまちづくりが

阻害されるおそれが生じる。
   まちづくりの機運が高まっている都市計画事業区域内等、
優良なまちづくりに関連する物件に関しては、明確な基準を
定めた上で、随意契約によるものとしていく必要がある。

会計法　第29条の3
4項

予算決算及び会計
令　第99条　21項
「財務省所管一般
会計所属普通財産
の管理及び処分を
行う場合において
指名競争に付し又
は随意契約による
ことについての財
務大臣との包括協
議について」（2001
年10月29日　財理
第3660号）　第一

(二)(11)

財務省理財局
国有財産業務

課

　「財務省所管一般会計所属普
通財産の管理及び処分を行う場
合において指名競争に付し又は
随意契約によることについての
財務大臣との包括協議につい
て」通達により、都市計画法(第4
条第15項)に規定する都市計画
事業の用に供する場合について
は、国有財産を指名競争入札で
はなく随意契約により直接公共
団体又は事業者に売り払い、貸
し付け又は信託することができ
るとされている。しかし、その要
件が明確でないため、実際には
適用が難しいものとなっている。

5062 5062001 z11020

総務省、法
務省、財務
省、厚生労
働省

税理士法第52
条

税理士又は税理士法人でない者は、税理
士業務を行ってはならない(税理士法第52

条)とされている。
c Ⅰ

税理士は、税務に関する専門家として、独立した公正な立
場において、申告納税制度の理念に沿って、納税義務者
の信頼にこたえ、租税に関する法令に規定された納税義
務の適正な実現を図ることを使命としており（税理士法第１
条）、税理士業務（税務代理、税務書類の作成及び税務相
談）の遂行が、国、地方公共団体及び納税者に及ぼす影
響は極めて大きく、その業務の公共性が強いことから、税
理士以外の者は税理士業務を行ってはならないとされて
いる（税理士法第52条）ものである。このような税理士法の
趣旨に鑑みれば、税理士業務を行う能力的担保のない者
に税理士業務を行うことを認めることは、国民に不測の損
害を与えかねず、又、納税義務の適正な実現を図ることが

困難となることから、相当ではない。

三木　常照 1 A

法律関連士業の業務制限条項を
士業間でのみ緩和、若しくは隣接
法律専門職資格の一元化を講ず

る措置。

法律関連隣接専門職種の行政書士、司法書士、税理士、
社会保険労務士等は各士法でそれぞれ主たる業務が定め
られているが、主たる業務受託の際に他士法で制限されて
いる業務を付随業務として各士業の相互乗り入れや垣根
を低くし容認すること。但し他士法で制限されている「付随
業務」のみの受託はこれを認めない。税理士法第51条の2
に定められている行政書士も特定の租税に関しては税務

書類の作成を可としているのが良い例である。

例えば法人設立し許認可事業を営もうとする場合。会
社定款は行政書士、設立登記は司法書士、許認可手
続は行政書士、設立届・税務申告は税理士、社員の社
会保険手続は社会保険労務士と一連の手続であるに
も関わらず様々な資格者が関与しているが各士法で許
容される範囲の「付随業務」を他士業にも認めるように
する。その際、当然のことながら、能力担保が要求され
るが、それは各担当省が法定講習の受講義務、効果測
定を課す等して検討すれば解決される。また法務省は
行政書士への商業・法人登記の解放を能力面の問題
で反対しているがそれならば、他士業が商業・法人登記
を行い得るか否かの実証実験を実施しその実績（却下
率、補正率）を元に判断するなどの方法もある。

わが国の法律関連資格はあまりにも細分化され過ぎ依頼者
である国民は利用し辛い。これは行政の割拠主義がもたらし
たもので省益優先の既得権益に他ならない。また諸外国に
目を向けても細分化された資格者を有するのはわが国の特
徴である。国の推し進めている規制改革に正に逆行してい
る。一方では業務に必要な資格を取得すれば良いとの議論
もあるが国民にとっては依頼した業務が確実、迅速、廉価で
あればその目的は達成される。各士業にそれぞれ依頼する
のはコストとベネフィットの観点からもはるかにコストが上回

り国民負担の軽減にはなっていないからである。

行政書士法第19
条、司法書士法第
73条、税理士法第
52条、社会保険労
務士法第27条

総務省、法務
省、財務省、厚
生労働省
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5065 5065002 z11021 財務省

たばこ事業法
第２２条

製造たばこ小
売販売業許可
等取扱要領第
１章第三

　製造たばこの小売販売業の許可申請につ
いては、行政手続法に基づく標準処理期間
として、日本たばこ産業株式会社（JT)が申
請者から申請書を受理した日の属する月の
末日から2ヶ月以内に、財務局において処
分をし、当該申請者に通知するよう努めて
いる。（ただし、当該申請を補正するために

要する期間等を除く）

c -

１．小売販売業許可申請の審査については、JTにおいて申請書
の受理及び内容確認、実地測定、付近既設店の取扱高確認、調
査書の作成等を行い、進達を受けた財務局において、書類及び
現地調査等に基づく審査を行っている。これらは許可の可否を判
断する上で最低限必要な事項であり、現状の審査において簡素

化することは難しいと考えられる。
２．標準的な処理期間については、平成１１年７月に、それまで
「申請書を受理した日の属する月の末日から『４ヶ月以内』を同
『３ヶ月以内』に短縮し、さらに平成１６年３月には『３ヶ月以内』か
ら『２ヶ月以内』に短縮してきたところである。たばこの許可関係に
あっては、小売販売業の許可、移転、仮移転及び出張販売の許
可があり、１７年度実績で約２万８千件（うち小売販売業の許可約
１万３千件）の処理を行っている。また、その他に承継、商号変
更、休止、廃止等の届出等に附随する事務（１７年度実績で約３
万件）を行っている。それら全ての申請書の審査を限られた人員
で行っており、仮に、現在の標準処理期間を更に短縮するために
は人員増を図る必要が生じ、行政改革に逆行することになりかね
ないことから、これ以上の審査期間の短縮は極めて困難である。
　なお、申請から許可までに２ヶ月以上の日数を要しているもの
は、例えば、一般小売店の廃業があった場合、３０日間の経過期
間(注１)をおく必要があること等特殊な事情によるものであり、許
可の審査に通常より多く日数を必要とする例外的なものである。
ほとんどの申請は２ヵ月以内に処理されているところである（注

２）。
（注1）一般小売店の廃業があった場合は、透明性・公平性の観
点から、廃業日の翌日から起算して３０日以内に提出された申請
について、申請が２以上競合する場合には、抽選により一の申請

の許可を行う。
（注２）当該申請を補正するために要する期間等を除いた２ヶ月
以内の処理割合は、98.9％（平成17年度実績）となっている。
（注３）特定小売販売業とは、たばこ事業法施行規則第20条第2
号において、「特定小売販売業（劇場、旅館、飲食店、大規模な
小売店舗（一の店舗であって、その店舗内の売場面積の合計が
４００平方メートル以上の店舗をいう。以下同じ。）その他の閉鎖
性があり、かつ、消費者の滞留性の強い施設内の場所を営業所
として製造たばこの小売販売を業として行うことをいう。）」とされ
ており、売場面積が４００平方メートル未満のコンビニエンスストア

については、一般的には、特定小売販売業に該当しない場合が多い

社団法人日本ﾆｭｰﾋﾞ
ｼﾞﾈｽ協議会連合
会・JNB総合研究所

2 A
ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽ・ｽﾄｱのたばこ特定小売
販売許可に係る審査の緩和と期

間短縮

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　たばこ事業法２２
条によってたばこ特定小売販売許可が必要である。製造た
ばこ小売販売許可等取扱要綱によるとＪＴが申請から１ヶ
月以内に調査完了、管轄財務局長が２ヶ月以内に処理を
するとあるが、現在、申請から許可が下りるまで長い場合１
０７日かかっている。民間企業がコンビニを開設する場合、
計画後１ヶ月以内に開業できるよう関係者から求められて
いる。民間の事業実態に合わせて審査の簡素化と処理期

間の短縮を御願いする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　たばこ事業法
２２条によってたばこ特定小売販売許可が必要である。
製造たばこ小売販売許可等取扱要綱によるとＪＴが申
請から１ヶ月以内に調査完了、管轄財務局長が２ヶ月
以内に処理をするとあるが、現在、申請から許可が下り
るまで長い場合１０７日かかっている。民間企業がコン
ビニを開設する場合、計画後１ヶ月以内に開業できるよ
う関係者から求められている。民間の事業実態に合わ
せて審査の簡素化と処理期間の短縮を御願いする。

たばこ事業法２２条によってたばこ特定小売販売許可が必
要である。製造たばこ小売販売許可等取扱要綱によるとＪＴ
が申請から１ヶ月以内に調査完了、管轄財務局長が２ヶ月
以内に処理をするとあるが、現在、申請から許可が下りるま
で長い場合１０７日かかっている。民間企業がコンビニを開
設する場合、計画後１ヶ月以内に開業できるよう関係者から
求められている。民間の事業実態に合わせて審査の簡素化

と処理期間の短縮を御願いする。

たばこ事業法第２２
条

財務省

5066 5066001 z11022 財務省

コピー機、パソコン等の物品については、行
政効率化推進計画（平成17年6月30日改
定）に基づき、「購入する場合や単年度賃貸
借を行う場合と比較して複数年度のリース
契約を行うことに合理性が認められる場合
には、国庫債務負担行為による複数年契約

により実施する。」こととしている。

d -

　予算の効率的な執行等の観点から、調達する物品の数
量や使用期間などを勘案し、購入する場合や単年度賃貸
借を行う場合と比較して複数年度のリース契約を行うこと
に合理性が認められる場合には、国庫債務負担行為によ

る複数年契約により実施することとしている。
　なお、国庫債務負担行為の活用については、「行政効率
化推進計画」（平成16年6月15日行政効率化関係省庁連
絡会議とりまとめ）において、「コピー機、パソコン等の物品
について、購入する場合や単年度賃貸借を行う場合と比
較して複数年度のリース契約を行うことに合理性が認めら
れる場合には、国庫債務負担行為による複数年契約によ
ることとする。」として取組みを進めているほか、平成17年
度概算要求の「概算要求に当たっての基本的な方針につ
いて」（閣議了解）においても、「行政効率化推進計画」を
着実に推進することとし、積極的に趣旨の徹底を図ってき
ており、これを踏まえて予算要求が行われ、適切に予算が

作成されているところ。
　なお、債務の負担は、国会の議決を経て行うことが必要
であり、リース契約についても国庫債務負担行為により予
算としての国会の議決をあらかじめ経て行うことが適切。

社団法人リース事
業協会

1 A 国のリース契約の取扱いについて

国とのリース契約を地方自治体と同様に長期継続契約の
対象とすること。具体的には、会計法第29条の12につい
て、地方自治法第234条の3、同法施行令第167条の17と

同様の改正を行うこと。

現在、国がOA機器や車両を導入するに際しては、複数年度
の使用が明白であっても、手続上の煩雑さゆえに国庫債務
負担行為として扱われることは極めて例外的（17年度中に9
件予定）であり、ほとんどの場合、複数年度の利用を前提と
したリース料による「単年度リース契約」を更新している。こ
の「単年度リース契約」は、ほとんどの場合にリース会社が
投資元本の未回収リスクを負っている。投資元本の未回収リ
スクを負うか否かはリース会社の判断であるが、国は複数年
度のリースと同等のメリットを享受しながら、リース会社のリ

スク負担を強いている。

財政法第15条、会
計法第29条の12、
予算決算及び会計
令第102条の2

財務省

5066 5066004 z11023 全省庁
平成１４年４月より売掛債権担保融資保証
制度を利用する場合における譲渡禁止特約

の解除を実施済。
b Ⅳ

債権譲渡禁止特約の解除の対象となる契約（リース契約
等）及び譲渡対象者（特定目的会社、特定債権等譲受業
者等）について、平成18年度中の実施に向けて、そのリス

ク等の検討を引き続き行う。

社団法人リース事
業協会

4 A
国・地方自治体向け金銭債権の
証券化に関する債権譲渡禁止特

約の解除

各省庁及び地方自治体において、統一的かつ早急に債権
譲渡禁止特約の解除の対象となる契約（リース契約等）及
び譲渡対象者の拡大（特定目的会社等）を望む。

各省庁及び地方自治体ごとに対応が異なり、引き続き、統一
的かつ早急な対応が求められる。

全省庁、地方
自治体
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警察庁、総
務省、財務
省、国土交
通省

自動車重量税
法第８条、第
10条、第10条

の２

自動車保有関係手続のワンストップサービ
スについては、平成17年12月から東京都、
神奈川県、愛知県及び大阪府の４都道府県
において稼動開始され、更に平成18年４月
からは埼玉県、静岡県の２県を加えた６都

道府県に拡大している。
これらの都道府県において、ワンストップ
サービスを利用して自動車保有関係手続を
行う場合の自動車重量税は、他の税・手数
料と併せてインターネットバンキング又はＡＴ
Ｍからの電子納付により行われている。

d -

自動車保有関係手続（検査・登録、保管場所証明、自動車
関係諸税等の納付等）のワンストップサービス化について
は、平成17年12月から、東京都、神奈川県、愛知県、大阪
府の４都府県、さらに、平成18年４月からは、埼玉県、静岡
県の２県において、すべての関係機関にまたがるワンス
トップサービスの基本的な手続であり、ワンストップ化によ
る申請者の利便性向上の効果が大きい新車の新規登録
（型式指定車）を対象として、自動車保有関係手続のワン
ストップサービスを稼働させており、これにより、各種税の
納付手続の電子化や保管場所証明手続の電子化等が可

能となっている。
　　当該システムは、大量に自動車を保有する方にも配意
したシステムとするため、入力項目を集約した申請画面や
税・手数料のまとめ払いの機能、代行申請の機能を持た
せており、今後は、申請自体もまとめて行うための機能に
ついても国土交通省を中心として検討を行うこととしてい

る。

社団法人リース事
業協会

11 A
自動車の生産・販売・流通に伴っ
て必要となる諸行政手続の電子

化について

自動車の生産・販売・流通に伴って必要となる諸行政手続
（検査・登録～国、車庫証明・納税～地方、自賠責保険確
認～国）等の電子化は、新車の新規登録については平成
17年12月から稼動とされ、その他の手続きは平成20年を
目途に段階的に進めるとされているが、電子化に際して
は、大量に自動車を所有する者の手続き等を充分に考慮

すること。

 電子化により、申請項目の共通化・統一化と申請に必
要な添付書類の削減化ができれば、自動車関連業界
の生産・販売・流通に係わる申請及び手続代行コストは
大幅に軽減され、その軽減分を直接部門へ投入するこ
とで新たな自動車リース市場の開拓が促進され、経済

活性化に資する。

大量に自動車を所有する者が自動車関係諸手続きを行う場
合、現状では膨大な手間がかかるが、電子化により、一括し
て行うことができれば、大きなメリットがある。特に、リース会
社の税の申告・納付事務等は膨大であり、これらの事務作
業の効率化、円滑化の観点から、電子化を図る必要がある

と考えられる。

道路運送車両法、
自動車登録令、自
動車の保管場所の
確保等に関する法
律、自動車重量税
法、自動車損害賠
償保障法、地方税
法、地方自治体条

例　等

国土交通省、
財務省、総務
省、警察庁 地
方自治体

5079 5079002 z11025 財務省

所得税法120
条3項1号
所得税法施行
令262条1項2

号

医療費控除の適用に当たっては、当該控除
を受ける医療費につきこれを領収した者の
その領収を証する書類を申告書に添付する
か、申告書提出の際に提示しなければなら

ないこととされている。
現状において、当該医療費の支払いにおい
てクレジットカードを利用した場合には、患
者の手もとに医師等の領収証が存しないこ
とが考えられることから、この場合にはクレ
ジットカードの利用明細書を当該領収を証

する書類として取扱っている。

b -

当庁では、国税関係手続きの「オンライン利用促進のため
の行動計画」（平成18年3月公表）に基づき、第三者作成
の添付書類のオンライン化、国税電子申告・納税システム
（e-Tax）ソフトのダウンロード方式による配布、早期還付に
よるインセンティブ措置等に取り組むこととしており、現在、

方式等を含め検討中である。

　
株式会社日本総合

研究所

三井住友カード株式
会社

2 A
クレジットカード取引データを活用
した医療費控除手続きのオンライ

ン利用促進

現状、医療費控除を受ける為の確定申告には医療機関等
が発行した領収書の提出が必要であるが、オンライン申請
の場合にはクレジットカード取引データの添付による代替
を可能とするための法令上の措置をお願いしたい。

クレジットカード会社では、会員の取引データ（利用店名・利
用日・利用金額等）を保有しており、医療機関における取引
も例外ではない。したがって、利用者が一年間に利用した対
象取引を抽出・集計し、利用者に電子的な形式で送信すれ
ば、利用者はオンライン申請時にそのまま添付し、申請を完
結させることが可能となる。（対象データを国税庁や第三者
機関が保有し、税務署から対象データにアクセスする方法も
考えられる。）従来、利用者は一年分の領収書を保管・管理
し、申告の際はそれらを集計する必要があったが、これらの
作業が不要となり、オンライン申請の利用率向上が期待でき
る。また、医療機関側にとっても、クレジットカードの利用が
増えることにより、現金のハンドリングコストの削減、医療機
関内の現金紛失事故防止等の効果が期待できる。さらに
は、税務署等の行政機関にとっても、領収書の内容確認、集
計等の作業が削減され、業務効率化に寄与するものであ
る。本件実施する際の懸念点として、利用者等によるデータ
改竄等の不正利用が挙げられるが、改竄防止のための技術
的対策やデータ提供者の基準等を設けることにより担保でき
るものと思われる。また、現状法令上の制約等により全ての
医療機関においてクレジットカードの取扱いができるわけで
はないが、第164回通常国会に提出されている地方自治法
の一部を改正する法律案が成立しており、施行後は法令上
の制約は無くなり、あとはクレジットカード会社の営業努力で
解決可能である。尚、本件のみならず、クレジットカードの取
引データの活用により、あらゆる場面で現状領収書を必要と
している手続きの簡素化も期待できるものであり、合わせて

ご検討をお願いいたしたい。

所得税法第73条・
第120条、所得税法
施行令第262条

財務省

5083 5083001 z11026
警察庁、財
務省

・たばこ規制
枠組条約（第
16条）

・未成年者喫
煙禁止法第４

条
・たばこ事業
法第31条

　たばこ規制枠組条約第16条においては、
「締約国は、国内法によって定める年齢又
は十八歳未満の者に対するたばこ製品の
販売を禁止するため、適当な段階の政府に
おいて効果的な立法上、執行上、行政上又
は他の措置を実施する。」とされている。ま
た、未成年者喫煙禁止法第４条では、たば
この販売業者に対し、年齢確認その他の必
要な措置を講ずるよう義務付けている。
　たばこ事業法においては、財務大臣は、
未成年者喫煙禁止法第5条の規定に違反し
て処罰されたときは、小売販売業の許可を
取り消し、又は一月以内の期間を定めてそ
の営業の停止を命ずることができることとさ

れている。

c -

　2008年からの成人識別機能付自動販売機の全国導入に
ついては、未成年者の喫煙防止を図る観点から、社団法
人日本たばこ協会等により、たばこ業界の自主的な取組
みとして推進されているものであるが、こうした民間の自主
的な取組みとして行われている成人識別機能付自動販売
機の導入に際して、新たな自動販売機の機能の点につい
て、行政が指紋認証機能を付加するとの規制を加えること
は、行政が行う公的規制としてなじまないものであり、適当

ではないものと考える。
　　なお、成人識別機能付自動販売機へ指紋認証等の生
体認証を導入することについての、社団法人日本たばこ協

会の考え方は、以下のとおりである。
「成人識別機能付自動販売機における成人識別への指紋
認証等の生体認証の導入については、①身体情報の登録
に対する国民の意識、②技術上の問題、③導入コスト等を
総合的に検討し、その実現可能性について慎重に検討す

る必要がある。すなわち、
①　指紋認証等生体認証については、ICカード及び識別シ
ステムへの身体情報の登録の義務づけは、プライバシー
保護及び個人情報保護に対する国民の意識の高まりを考
慮すると、現段階で国民の理解を得られるものではないと
考えられる。なお、一部金融機関のキャッシュカードに取り
入れられている例もあるが、生体認証のカードの発行は顧
客の任意となっており、全顧客を対象としたものではない。
②　上記金融機関で導入している指紋認証装置は、室内
設置を前提として開発されたものとのことであり、たばこの
自動販売機は屋外に設置されているものが多く、風雨にさ
らされる環境における生体情報の読取装置の安定性、信

頼性等に技術上の問題がある。
③　約３千万人の喫煙者を対象とした指紋等生体情報の
登録には、登録場所の設置や成人識別自動販売機への
指紋識別機能を付加することについて、運用的にもコスト

的にも相当な困難が生じると考えられる。
以上を考慮すると、成人識別機能付自動販売機に生体認
証を導入することについては、中長期的な課題と考えられ

る。
なお ２００８年に全国導入される予定の成人識別機能付

特定非営利活動法
人「子どもに無煙環
境を」推進協議会

1 A
未成年者喫煙防止のためＩＣカー
ド式タバコ自販機に指紋認証機能

付加を義務づける

未成年者喫煙禁止法第四条（煙草又は器具を販売する者
は満二十年に至らざる者の喫煙の防止に資する為年齢の
確認其の他の必要なる措置を講ずるものとす）のために，
タバコ製造・販売業界は，2008年に成人識別機能付タバコ
自販機を導入するとしているが，これは年齢確認身分証明
と写真で担保されたＩＣカードの導入である。しかし本カード
は転売されたり，なりすまし・代理購入等が可能で，未成年
者が，自販機でタバコを買う可能性は十分にあり，また偽
造や転売など新たな犯罪を誘発する可能性がある。ＩＣカー
ドと自販機に指紋識別機能を付加することにより，未成年
の自販機によるタバコ購入をほぼ完全に防止する。

　未成年者喫煙禁止法第４条の年齢確認，及びたばこ
事業法第31条の担保がほぼ完全に出来ることにより，
タバコ自販機による未成年者のアクセス防止（電子ロッ
クによる購入阻止）がほぼ完全にできることが期待され

る。
　ＩＣカードの導入だけでは，未成年者の転売買や未成
年者間の強要購入などで，新たな犯罪やネット購入が
誘発され，未成年者が巻き込まれる闇ルートが出来る

であろうことが懸念・憂慮される。
　本年７月にタバコ価格が引き上げられたが，一部銘柄
では増税を越える上乗せの価格引き上げがあり，その
理由の一つとして，この自販機導入費用に充てるとのこ
とで，指紋識別機能の付加も同様の値上げによりまか
なうことが可能であるし，未成年者のアクセス防止のた
めにこのシステムの導入は，喫煙者及び世論の賛同は

十分に得られる。

　ＩＣカード導入＝成人識別機能とタバコ業界と財務省は表現
しているが，これは間違いで，年齢確認身分証明と写真を予
め郵送で申し込んで作成し二重には登録できないＩＣカード導
入に過ぎず，自販機でこれを用いてタバコを購入する人が成
人かどうかまでは確認できない。指紋認証機能も付加すれ
ば，登録した成人本人しか自販機にアクセス出来ないことに
なり，未成年者の自販機によるタバコ購入を完全にロックで
きることになる。この指紋認証は既に実用化されていて，ＩＣ
カード発行にあわせて義務化・制度化すれば，経費はそれ

程多くはかからない。
　なおＩＣカードの不法転売は，ドイツで開催されているワー
ルドカップサッカーでも横行したことが報道され，また偽造さ

れるケースの事例が報道されている。

・たばこ規制枠組
条約（第16条他）
・未成年者喫煙禁

止法
第四条　煙草又は
器具を販売する者
は満二十年に至ら
ざる者の喫煙の防
止に資する為年齢
の確認其の他の必
要なる措置を講ず
るものとす（2001.12

追加）
・たばこ事業法
第31条　財務大臣
は、小売販売業者
が次の各号のいず
れかに該当すると
きは、第22条第１項
の許可を取り消し、
又は１月以内の期
間を定めてその営
業の停止を命ずる
ことができる。

9．未成年者喫煙禁
止法（明治33年法
律第33号）第５条の
規定に違反して処
罰されたとき。

10．法人であつて、
その代表者のうち
に第１号、第６号又
は前号に該当する
者があるとき。

警察庁，財務
省
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・たばこ規制
枠組条約（第
16条）

・未成年者喫
煙禁止法第４

条
・たばこ事業
法第31条

　たばこ規制枠組条約第16条においては、
「締約国は、国内法によって定める年齢又
は十八歳未満の者に対するたばこ製品の
販売を禁止するため、適当な段階の政府に
おいて効果的な立法上、執行上、行政上又
は他の措置を実施する。」とされている。ま
た、未成年者喫煙禁止法第４条では、たば
この販売業者に対し、年齢確認その他の必
要な措置を講ずるよう義務付けている。
　たばこ事業法においては、財務大臣は、
未成年者喫煙禁止法第5条の規定に違反し
て処罰されたときは、小売販売業の許可を
取り消し、又は一月以内の期間を定めてそ
の営業の停止を命ずることができることとさ

れている。

c -

　対面販売において、年齢確認のため、成人識別機能付
自動販売機の導入に併せて発行するＩＣカードの提示を義
務付けることについては、成人識別機能付自動販売機の
導入自体がたばこ業界による自主的な取組みとして推進さ
れているものであり、ＩＣカードの発行についても社団法人
日本たばこ協会と利用者の任意契約によるものであるとこ
ろ、こうした民間の契約に基づき発行されたＩＣカードにつ
いて、行政が規制改革の観点から店頭における提示を義
務化することは、行政が行う規制としてなじまないものであ

り、適当ではないものと考える。
　また、対面販売において、指紋認証による年齢確認を義
務付けることについては、たばこの購入者に対して、生体
情報の登録を何らかの形で義務付けることが前提となるも
のであり、このような規制の導入については、プライバシー
保護及び個人情報保護に対する国民の意識の高まりを考

慮すると、慎重な検討が必要であると考える。
　なお、警察庁、財務省及び厚生労働省では、未成年者喫
煙防止対策のため、平成14年及び平成16年に、全国たば
こ販売協同組合連合会、社団法人日本フランチャイズ
チェーン協会、日本スーパーマーケット協会等の小売販売

業界団体に対し、
　○未成年者と思われる者に対する年齢確認の徹底、
　○たばこの特性、未成年者の心身に対する影響及び未
成年者に対する年齢確認の実施方法などの従業員研修

等の実施、
　○ポスターの掲示などによる未成年者喫煙防止の注意

喚起
等を盛り込んだ要請文書を発しているところであり、今後と
も、財務省としては、関係省庁と協力して未成年者喫煙防

止の取組みを図っていくこととしたい。

特定非営利活動法
人「子どもに無煙環
境を」推進協議会

2 A
未成年者喫煙防止のためＩＣカー
ドと指紋認証によるタバコの店頭

販売を義務づける

未成年者喫煙禁止法第四条（煙草又は器具を販売する者
は満二十年に至らざる者の喫煙の防止に資する為年齢の
確認其の他の必要なる措置を講ずるものとす）のために，
タバコ製造・販売業界は，2008年に成人識別機能付タバコ
自販機を導入するとしていて，成人識別のためにＩＣカード
を導入するとしているが，店頭においても，未成年者のタバ
コ購入をシャットアウトするために，ＩＣカードと指紋認証識

別による販売を義務づける。

　未成年者喫煙禁止法第４条の年齢確認，及びたばこ
事業法第31条の担保がほぼ完全に出来ることにより，
未成年者のタバコ購入をほぼ完全に防止できることが

期待される。
　本年７月にタバコ価格が引き上げられたが，一部銘柄
では増税を越える上乗せの価格引き上げがあり，その
理由の一つとして，この自販機導入費用に充てるとのこ
とで，店頭におけるＩＣカードと指紋識別機能による購入
システムも同様の値上げによりまかなうことが可能であ
るし，未成年者のアクセス防止（購入のシャットアウト）
のためにこのシステムの導入は，喫煙者及び世論の賛

同は十分に得られる。

　未成年者の７～８割は自販機でタバコを購入しているとさ
れているが（厚生労働省の研究班の調査結果），２～３割は
店頭（コンビニやタバコ店など）で購入している実態がある。
コンビニ等では，未成年者と思われる場合には，身分証明な
どの提示要請を行っているが，周知が必ずしもされていない
し，未成年と推測される場合も強要等により販売している
ケースが報告され，報道もされている実態がある。

　これを防止するためには，店頭におけるタバコ販売におい
ても，ＩＣカードと指紋認証機能による販売を義務づける必要
がある。この指紋認証は既に実用化されていて，ＩＣカード発
行にあわせて義務化・制度化すれば，経費はそれ程多くは

かからない。

・たばこ規制枠組
条約（第16条他）
・未成年者喫煙禁

止法
第四条　煙草又は
器具を販売する者
は満二十年に至ら
ざる者の喫煙の防
止に資する為年齢
の確認其の他の必
要なる措置を講ず
るものとす（2001.12

追加）
・たばこ事業法
第31条　財務大臣
は、小売販売業者
が次の各号のいず
れかに該当すると
きは、第22条第１項
の許可を取り消し、
又は１月以内の期
間を定めてその営
業の停止を命ずる
ことができる。

9．未成年者喫煙禁
止法（明治33年法
律第33号）第５条の
規定に違反して処
罰されたとき。

10．法人であつて、
その代表者のうち
に第１号、第６号又
は前号に該当する
者があるとき。

警察庁，財務
省

5083 5083004 z11028 全省庁

審議会等の整
理合理化に関
する基本計画
（平成１１年４
月２７日　閣議
決定）

　当省の審議会等に係る議事内容の透明
性を確保するため、原則として議事録等を
可能な限り速やかにホームページにおいて

公開することとしています。
　なお、会議自体の公開（傍聴可能）につい
ては、会議を公開とすることにより当事者又
は第三者の権利利益を害するおそれがある
こと等の理由から行っておりません。

d -
当省の審議会等に係る議事内容の透明性を確保するた
め、引き続き可能な限り速やかにホームページにおいて議

事録等が公開できるよう努めてまいります。

特定非営利活動法
人「子どもに無煙環
境を」推進協議会

4 A
政府省庁の審議会は原則的に公

開（傍聴可能）とすべき

　例えば厚生労働省の審議会（厚生科学審議会地域保健
健康増進栄養部会や中央社会保険医療協議会など）は公
開（傍聴可能）で，事前にホームページで広報させている。
　しかし，例えば財務省の財政制度等審議会たばこ事業等
文科会，税制調査会など）は，財務省のホームページの週
間予定には掲載されているが，非公開となっている。これら

審議会等は，公開（傍聴可能）とすべきである。


